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）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●予防接種事故補償負担金　87,198円
　千葉県市町村総合事務組合で行う、予防接種を行った際の健康被害に対する損害賠償保険への掛金
　（※前年度９月末現在住基人口×2円　　43,599人×2円＝87,198円）
　
●手数料（はかり定期検査手数料）　6,000円

関連事業

指定管理

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先 実施主体

目　　的
・会計年度任用職員の雇用による保健衛生事業の円滑な実施
・予防接種により接種者に健康被害等が生じた場合に備え、事故補償に係る負担金を支出す
る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（

実施の背景 　健康づくり課に属する事業及びその他課に属する事業を円滑に進めるための事務関係費

貸付 貸付先

100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

自治事務 法定受託事務

保健衛生費 目

事業開始年度

吉田智一

1

昭和54年度

根拠法令等

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生総務費

事 業 名 保健衛生総務関係費 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

事務区分

事業番号 24 13 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

保健衛生費 目 1科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生総務費

事 業 名 保健衛生総務関係費 担当課 健康づくり課

事業番号 24 13 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　本事業は、庶務的経費などが主であることから、成果指標の設定は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

0事
業
実
績

事業の自己評価

比較参考値

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

令和元年度

一般財源 138 93 284 8,496

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度 令和元年度

予防接種健康被害者数 人 0 0

財
　
源

合　計 138 93 284 8,496

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 909 1,095 880 9,147

人
件
費

合　計 0.10 人 771

0.08 人 651

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

正職員

0.00 人

役務費 1

0.08 人 596 0.08 人 6510.13

0.13 人 1,002 0.08 人

0 0

8,496

内　訳

負担金補助
及び交付金

129
負担金補助
及び交付金

87

旅費 2

備品購入費 128 報酬 4,185

負担金補助
及び交付金

89 賃金 4,079

旅費 118
負担金補助
及び交付金

113

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 138 93 284

旅費 9 手数料 6

人 1,002

需用費 65

5960.10 人 771

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

1

事業番号 24 15 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名 休日在宅当番医事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度
医師会　昭和60年度

歯科医師会 平成15年度

根拠法令等 医療法

実施の背景
　保健医療サービスを提供していくため、医療機関相互の機能分担に基づき救急制度が構築さ
れ、第一次救急医療として『休日在宅当番医事業』が位置づけられ、休日の入院を必要としな
い医療を君津木更津医師会富津(第4)部会の協力を得て実施するようになった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　地元医師会・歯科医師会の協力を得て、休日に医療が必要な市民のために、輪番制による休
日在宅当番医制、年末年始歯科在宅当番医制を実施し、休日における市民医療を確保する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 一般社団法人君津木更津医師会及び一般社団法人君津木更津歯科医師会

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●休日及び年末年始の当番医として君津木更津医師会に加入の富津市内協力医療機関（9医療機関）に輪番制で
当番医を依頼し、午前9時から午後5時までの診療を委託した。

　・休日在宅当番医委託料　              1,775,000円

　合わせて、耳鼻咽喉科の日曜日の当番医として君津木更津医師会に加入の木更津市・君津市・袖ケ浦市の協
力医療機関（7医療機関）に輪番制で当番医を依頼し、午前9時から正午までの診療を委託した。

　・休日在宅当番医委託料（耳鼻咽喉科）     82,875円

　
●年末年始の歯科当番医として君津木更津歯科医師会富津部会に加入の協力歯科医に依頼し午前9時から正午ま
での診療を委託した。

　・休日（年末年始）歯科在宅当番医委託料　160,000円

単年度用
R3決算用
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1

事業番号 24 15 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名 休日在宅当番医事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,020 2,019 2,026

役務費 2 役務費 1

人
件
費

合　計 0.15 人 1,156 0.14 人 1,079

2,149

内　訳

委託料 2,018 委託料 2,018 委託料 2,026 委託料 2,149

0.12 人 894 0.12 人 977

977

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

1,079 0.12 人 894 0.12 人正職員 0.15 人 1,156 0.14 人

0 0.00 人 0

総事業費 3,176 3,098 2,920 3,126

財
　
源

合　計 2,020 2,019 2,026 2,149

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

休日在宅当番医稼動日数 日 71 71 76

一般財源 2,020 2,019 2,026 2,149

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

休日在宅当番医稼動日数（耳鼻咽喉科） 日 51 52 52

休日（年末年始）歯科在宅当番医稼動日数 日 4

令和元年度

休日在宅当番医受診者数 人 1,555 1,120 2,888

23 24

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 稼働日数 千円 25

事
業
実
績 4 4

事業の自己評価
　休日における市民の急病に対応する医療体制の確保のため、当番医制は必要不可欠である。
　しかし、市内には医療機関が少なく、現在の9の医療機関が輪番制で行っているため、今後の
診療体制への影響が懸念される。

比較参考値

その他
特記すべき事項

休日（年末年始）歯科在宅当番医受診者数 人 16 17 23

事
業
成
果

成果目標
　休日における医療体制を確保したことにより、診療に結びつけられた人数を成果指標とし
た。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

1

事業番号 24 15 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名 君津木更津医師会等補助事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度
歯科医師会　平成4年度

看護学校負担金　昭和55年度

根拠法令等 医療法

実施の背景

　歯科医道の高揚や歯科医学の進捗発展を図り、市民の保健と福祉を増進し、もって地域社会
の健全なる発展に寄与することを目的とする「君津木更津歯科医師会」及び君津地域四市内の
病院等施設の看護師育成充足を図ることを目的とする「君津木更津医師会立木更津看護学院」
について、運営経費等を君津地域四市が負担し、運営することとされた。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　負担金の支出により、歯科医学の進捗発展及び不足する准看護師の育成充足を支援し、もっ
て市民の保健と福祉の向上を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
一般社団法人君津木更津歯科医師会及び一般社団法人君津木更
津医師会立木更津看護学院

対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
歯科医師会、医師会立
木更津看護学院

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
歯科医師会、医師会立
木更津看護学院

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●君津木更津歯科医師会、君津木更津医師会立木更津看護学院に対し事業費の一部を負担金として支出し、市
民の歯の健康の推進及び准看護師の育成充足を図った。

・君津木更津歯科医師会負担金　　　　　　　　　25,000円

・君津木更津医師会立木更津看護学院負担金　 1,185,000円

※いずれも負担金総額の3割を均等割、7割を人口割とし、関係4市で負担する。

単年度用
R3決算用
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1

事業番号 24 15 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名 君津木更津医師会等補助事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,233 1,210 1,254

人
件
費

合　計 0.20 人 1,542 0.09 人 694

1,262

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,233
負担金補助
及び交付金

1,210
負担金補助
及び交付金

1,254
負担金補助
及び交付金

1,262

0.16 人 1,192 0.16 人 1,303

1,303

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

694 0.16 人 1,192 0.16 人正職員 0.20 人 1,542 0.09 人

0 0.00 人 0

総事業費 2,775 1,904 2,446 2,565

財
　
源

合　計 1,233 1,210 1,254 1,262

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

君津木更津歯科医師会負担金額 千円 25 59 59

一般財源 1,233 1,210 1,254 1,262

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

医師会立木更津看護学院負担金額 千円 1,185 1,195 1,203

令和元年度

千葉県歯と口の健康週間関連事業参加者数 人 1,100 3 52

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 千円

事
業
実
績

事業の自己評価
　地域医療を担う君津木更津歯科医師会及び准看護師を養成し地域に貢献する君津木更津医師
会立木更津看護学院に運営費を支払い、地域の保健福祉の向上を目指している。今後も適正な
運営費の負担をしていく。

比較参考値

[君津木更津歯科医師会負担金]
　木更津市：55千円、君津市：38千円、袖ケ浦市：32千円
[医師会立木更津看護学院負担金]
　木更津市：2,618千円、君津市：1,786千円、袖ケ浦市：1,507千円

その他
特記すべき事項

医師会立木更津看護学院生徒数 人 63 68 78

事
業
成
果

成果目標
　歯と口の健康啓発事業として千葉県歯と口の健康週間関連事業の参加者数を成果とする。
　准看護師の育成として、負担金を支出する木更津看護学院生徒数を成果とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

1

事業番号 24 15 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名 君津中央病院企業団負担金 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和39年度

根拠法令等 地方公営企業法、地方公営企業法施行令、君津中央病院企業団規約

実施の背景
　地方公営企業法第17条の2及び地方公営企業法施行令第8条の5により、君津中央病院、君津中
央病院大佐和分院、君津中央病院附属看護学校の経費で政令で定めるものを君津地域四市で負
担する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　負担金の支出により、君津中央病院等の持続的な経営運営を図り、市民に対し地域の基幹病
院として救急医療、周産期医療などの安定的な提供を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 君津中央病院企業団
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 君津中央病院企業団

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●地方公営企業法第17条の2及び地方公営企業法施行令第8条の5により、君津中央病院、君津中央病院大佐和分
院、君津中央病院附属看護学校の経費を君津地域4市で負担金として支出した。
　国の地方公営企業繰出金の通知に基づき、その経営に伴う収入を持って充てることのできないと認められる
ものに相当する額を君津中央病院と4市で協議し、下記の割合にて各市で負担する。

　病院及び分院に係る経費････負担金総額の2割を4市均等割、8割を利用者割
　看護学校に係る経費････････負担金総額の3割を4市均等割、7割を人口割

　
・君津中央病院本院運営費富津市負担分　　　        　230,397,440円

・君津中央病院大佐和分院運営費富津市負担分　       　36,456,960円

・君津中央病院附属看護学校運営費富津市負担分 　      34,412,300円

・君津中央病院附属看護学校高等教育無償化対応経費負担分　219,370円

単年度用
R3決算用
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1

事業番号 24 15 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名 君津中央病院企業団負担金 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 329,433 301,486 319,411

人
件
費

合　計 0.30 人 2,313 0.14 人 1,079

280,425

内　訳

負担金補助
及び交付金

329,433
負担金補助
及び交付金

301,486
負担金補助
及び交付金

319,411
負担金補助
及び交付金

280,425

0.29 人 2,160 0.29 人 2,361

2,361

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

1,079 0.29 人 2,160 0.29 人正職員 0.30 人 2,313 0.14 人

0 0.00 人 0

総事業費 331,746 302,565 321,571 282,786

財
　
源

合　計 329,433 301,486 319,411 280,425

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

君津中央病院企業団運営費 千円 230,397 227,248 215,694

一般財源 329,433 301,486 319,411 280,425

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

君津中央病院大佐和分院運営費 千円 36,457 24,218 16,850

君津中央病院附属看護学校運営費 千円 35,794

令和元年度

君津中央病院本院1日平均外来患者数 人 1,135 1,081 1,188

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 34,412 35,543

事業の自己評価
　君津地域4市で適正な運営費を支払い運営していくことで、市民の健康推進に寄与していると
考える。今後、施設の修理や増改築、大佐和分院の建替えなども含めた運営について、構成4市
と企業団において経営改革に取り組んでいく。

比較参考値

令和3年度負担金実績
木更津市：本院（576,599千円）分院（3,648千円）学校（75,985千円）無償化（484千円）
君津市　：本院（356,659千円）分院（5,303千円）学校（51,846千円）無償化（331千円）
袖ケ浦市：本院（212,344千円）分院（2,592千円）学校（43,756千円）無償化（278千円）

その他
特記すべき事項

　本負担金については、「地方公営企業法」及び「地方公営企業法施行令」に明記されてい
る、地方公営企業の経費に対する地方公共団体の一般会計からの負担に基づき支出されるも
の。
　「君津中央病院企業団規約」による負担割合に基づき負担金を君津地域四市が支出する。

君津中央病院大佐和分院1日平均外来患者数 人 154 151 167

君津中央病院附属看護学校生徒数 人 175 182 180

事
業
成
果

成果目標 　安定的な運営の成果として、受診者数及び生徒数を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

1

事業番号 24 15 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名 広域市町村圏事務組合負担金 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和50年度

根拠法令等 医療法

実施の背景
　医療法に基づき救急医療体制が整備され、その中で夜間における医療体制の確保のため、君
津郡市広域市町村圏事務組合が君津郡市夜間急病診療所を開設した。運営は君津木更津医師会
へ医療業務を委託し開始された。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　住民が夜間でも適切な診療を受けられるための医療を確保する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 君津郡市広域市町村圏事務組合
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
一般社団法人 君津木
更津医師会

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
君津郡市広域市町村圏
事務組合

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●君津郡市夜間急病診療所として毎日午後8時から午後11時まで開設し夜間の急病に備えた。

　・夜間救急急病医療事業分　             2,638,000円

　
●二次救急医療として、夜間に入院治療を必要とする重症救急患者を受け入れる体制を4市12施設の医療機関
（内科・外科）が輪番制で午後6時から翌朝8時まで対応した。

　・救急急病医療事業分（二次待機施設）　28,222,000円

単年度用
R3決算用
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1

事業番号 24 15 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名 広域市町村圏事務組合負担金 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 31,388 30,860 29,891

人
件
費

合　計 0.30 人 2,313 0.14 人 1,079

30,078

内　訳

負担金補助
及び交付金

31,388
負担金補助
及び交付金

30,860
負担金補助
及び交付金

29,891
負担金補助
及び交付金

30,078

0.33 人 2,458 0.33 人 2,687

2,687

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

1,079 0.33 人 2,458 0.33 人正職員 0.30 人 2,313 0.14 人

0 0.00 人 0

総事業費 33,701 31,939 32,349 32,765

財
　
源

合　計 31,388 30,860 29,891 30,078

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

夜間救急・二次待機施設稼働日数 日 365 365 366

一般財源 31,388 30,860 29,891 30,078

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

夜間救急の受け入れ患者数（富津市民） 人 130 112 297

89 90

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／
夜間救急・二次待機

施設稼働日数
千円 88

事
業
実
績

事業の自己評価
　市民が夜間でも適切な医療を受けることができる体制を確保したが、君津地域の医療従事者
不足から、現行の救急医療体制を維持することが課題となっている。

比較参考値
【夜間急病診療所】木更津市1,107人　君津市　337人　袖ケ浦市　381人
【二次救急医療】　木更津市2,610人　君津市1,554人　袖ケ浦市　914人

その他
特記すべき事項

二次待機施設受け入れ患者数（富津市民） 人 816 797 1,003

事
業
成
果

成果目標 　医療確保の成果として受け入れ患者数を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

1

事業番号 24 15 30 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名
医療機関等支援臨時給付事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 令和2年度

根拠法令等 富津市医療機関等支援臨時給付金支給事業実施要綱

実施の背景
　新型コロナウイルス感染症の拡大により、緊急的に感染症拡大防止対策を講じる必要が生じ
た。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　新型コロナウイルス感染症の拡大により大きな影響を受けた市内の医療機関等を運営する事
業者等に対し、臨時的な措置として予算の範囲内において富津市医療機関等支援臨時給付金
（以下「給付金」という。）を支給する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内医療機関等
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 市内医療機関等

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●医療機関等支援臨時給付金　3,700,000円

●通信運搬費
　申請書の発送　84円×22通＝1,848円

単年度用
R3決算用

金額 医療機関数 合計金額

（基本支給分）

医科診療所 200,000 7 1,400,000円

歯科診療所 100,000 9 900,000円

薬局 50,000 12 600,000円

（加算分）

発熱外来 200,000 2 400,000円

PCR検査実施医科医療機関 200,000 2 400,000円

合　　計 3,700,000円
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1

事業番号 24 15 30 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名
医療機関等支援臨時給付事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 3,702 5,708

役務費 2

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.04 人 308

0

内　訳

負担金補助
及び交付金

3,700
負担金補助
及び交付金

5,700

役務費 8

0.04 人 298 0.00 人 0

0

臨時職員等 人 0 0.00 人 0 0.00 人

308 0.04 人 298 人正職員 人 0 0.04 人

0 人 0

総事業費 0 4,010 6,006 0

財
　
源

合　計 0 3,702 5,708 0

国県支出金
3,702

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

給付した医療機関等 機関 28 29 -

一般財源 0 0 5,708 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

給付率（給付医療機関／対象医療機関） ％ 98.3 50.0 -

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価
　各医療機関等の状況に応じた本給付金の給付により、新型コロナウイルス感染症状況下にお
いて、医療機関等の運営はもとより、一層の感染症対策が講じられ、市民が必要な時に、安心
して医療機関等を受診ができる体制が図られた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　市内対象医療機関等の58機関のうち、令和2年度に29の医療機関、令和3年度に28の医療機関
に給付した。（給付未済の1医療機関は、当該医療機関の方針により、本件申請は辞退する旨の
回答を得ている。）

事
業
成
果

成果目標 　支援金により、医療機関等の継続運営及び感染拡大防止を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

1

事業番号 24 15 35 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健衛生総務費

事 業 名 ワクチン接種協力医療機関支援事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 令和3年度

根拠法令等 富津市新型コロナウイルスワクチン接種協力医療機関支援金交付事業実施要綱

実施の背景
　国より、新型コロナウイルスワクチン接種の初回接種（1回目・2回目接種）において、令和3
年7月末までに希望する全ての高齢者への接種完了の目標が掲げられるなど、円滑な接種を進め
る必要があった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　新型コロナウイルスワクチン接種の個別接種を実施する市内医療機関に対し、ワクチン接種
体制の確保として予算の範囲内において富津市新型コロナウイルスワクチン接種協力医療機関
支援金を交付する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内ワクチン接種協力医療機関
対象者数(全住民に対する割合)

41,516 人（ 98.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
市内ワクチン接種協力
医療機関

関連事業 新型コロナワクチン接種事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●ワクチン接種協力医療機関支援金　5,100,000円

　②基本型接種施設は、ワクチン保管のためのディープフリーザーを設置し、ワクチンの移送手続等を
　　担う。
　※市が運営費等を負担している施設は対象外。

●通信運搬費
　申請書の発送　84円×12通＝1,008円

単年度用
R3決算用

金額 医療機関数 合計金額

①個別接種協力医療機関 300,000 12 3,600,000円

②基本型接種施設 500,000 3 1,500,000円

合　　計 5,100,000円
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1

事業番号 24 15 35 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健衛生総務費

事 業 名 ワクチン接種協力医療機関支援事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 5,101 0

役務費 1

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.04 人 308

0

内　訳

負担金補助
及び交付金

5,100

0.00 人 0 0.00 人 0

0

臨時職員等 人 0 0.00 人 0 人

308 人 0 人正職員 人 0 0.04 人

0 人 0

総事業費 0 5,409 0 0

財
　
源

合　計 0 5,101 0 0

国県支出金
5,100

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

市内ワクチン接種協力医療機関（支援金対象） 機関 12 - -

一般財源 0 1 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

1・2回目接種（５歳以上の者）延べ 人 73,160（87.8%） - -

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価
　市内ワクチン接種協力医療機関へ本支援金の交付により、個別接種の推進のための経費等負
担（人員確保など）の軽減が図れた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

3回目接種（12歳以上の者） 人 20,769（54.7%） - -

事
業
成
果

成果目標 　新型コロナウイルスワクチンの個別接種における円滑な接種を進める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●医薬材料費（新型コロナウイルス感染症対策用等医薬材料）　629,780円
　感染症予防のためのアルコール、石鹸液などの購入費

●保健事業報償費　3,324円
　県で実施される歯のコンクールへの君津地域代表者を選抜するためのコンクールが開催され、その際に表彰
者へ記念品を贈呈するもの。（図書カード及び賞状丸筒（市負担））

関連事業

指定管理

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先 実施主体

目　　的
・新型インフルエンザ等の感染症予防・まん延の防止を図る。
・啓発により意識を高め、歯の寿命を延ばし、もって健康の保持増進に寄与する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（

実施の背景

・平成21年の新型インフルエンザ流行を契機に、感染症の予防、まん延の防止のための対策が重要とさ
れ、感染予防薬や薬剤の配布あるいは備蓄といった予防対策を充実させることとなった。
・県で実施される歯のコンクールに出場する四市の代表者を選考するためコンクールが行われ、その表彰
者へ記念品を贈呈するもの。

貸付 貸付先

100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

自治事務 法定受託事務

保健衛生費 目

事業開始年度

吉田智一

2

平成21年度

根拠法令等 医療法

科　　目 款 4 衛生費 項 1 予防費

事 業 名 予防関係費 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

事務区分

事業番号 24 23 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

保健衛生費 目 2科　　目 款 4 衛生費 項 1 予防費

事 業 名 予防関係費 担当課 健康づくり課

事業番号 24 23 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

その他
特記すべき事項

1,467

事
業
成
果

成果目標 　新型コロナウイルス感染症の感染者数を指標とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

59 0

17事
業
実
績

事業の自己評価
　令和３年度は、第４波から第６波の感染拡大により、緊急事態宣言及びまん延防止等重点措
置が講じられた。引き続き、感染拡大防止対策を取り組むため、感染対策の徹底を周知し、感
染拡大防止に努めていく。

比較参考値

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

令和元年度

新型インフルエンザ等の感染者数 人

保健衛生費寄付金

回 0 0 5

一般財源 102 633 9,481 1,065

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

会議への出席回数（君津地域内の会議含む）

令和２年度 令和元年度

君津地域コンクール富津市民申込者数 人 507 -

財
　
源

合　計 102 633 11,022 1,065

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
1,541

その他特財の内容

総事業費 1,644 2,175 12,288 2,449

人
件
費

合　計 0.20 人 1,542

0.17 人 1,384

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

正職員

0.00 人

0.17 人 1,266 0.17 人 1,3840.20

0.20 人 1,542 0.17 人

0 0

1,065

内　訳

需用費 54 需用費 630 需用費 11,022 需用費 1,047

旅費 11

報償費 7コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 102 633 11,022

旅費 38 報償費 3

人 1,542

報償費 10

1,2660.20 人 1,542

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

2

事業番号 24 25 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 健康診査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成14年度

根拠法令等 健康増進法

実施の背景

　【40歳以上の健康保険未加入者の健康診査】平成20年度から40歳から74歳までの者に医療保険者が健診の実施が義務付けられた
が、該当しない生保者に対しても健診を実施することとなった。【肝炎ウイルス検診】平成14年度から肝炎ウイルス検査を実施して
いたが、医療制度改革に伴い健康増進事業として位置づけられ、平成20年に実施となった。【若年健診】市は平成18年度、若年期か
ら体の変化を推測できる健診の機会を作ることを重要視し若年健診を開始、平成23年度には年齢を18歳に引き下げ実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

【40歳以上の健康保険未加入者の健康診査】
　健診の義務付けがない対象者に健診の機会を作り、生活習慣病の発症予防や重症化予防を目指す。
【肝炎ウイルス検診】検査の機会をつくり肝炎ウイルスによる肝がんや肝硬変を予防する。
【若年健診】発症前の段階である若年期から生活習慣病の発症予防や重症化予防を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
富津市民（各3種の健診・検診により、それぞれ対象者が異なる
ため、事業概要、事業成果を参照）

対象者数(全住民に対する割合)

- 人（ - ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人 ちば県民保健予防財団

直接補助 間接補助 補助先

関連事業
健康増進保健指導事業、
（国民健康保険事業特別会計）特定健康診査事業、特定保健指導事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●40歳以上の健康保険未加入者（生活保護受給者）に対して、特定健康診査と同等の健康診査を実施した。

●肝炎ウイルス検診：40歳以上で、C型肝炎とB型肝炎のウイルス検査未受診者に対して5歳刻みの年齢
 （上限なし）を対象に通知し、国保特定健診（集団健診）と併せて検査を実施した。

●若年健診：特定健康診査対象以前の健診を受ける機会のない18歳から39歳の市民に対して、国保特定
　健診（集団健診）と併せて実施した。

・消耗品費　53,900円
　（健診啓発物等の印刷に係るプリンタートナー）

・印刷製本費　58,344円
　（健康診査等結果通知用封筒）
　
・通信運搬費　485,377円
　（若年健診、健康保険未加入者の健診及び肝炎ウイルス検診に伴う勧奨通知、結果通知などの郵送代金）

・委託料　3,173,082円
　（若年健診、健康保険未加入者の健診及び肝炎ウイルス検診に伴う検診機関への委託料）
　（健康診査や肝炎ウイルス検査の受診歴等を管理するための健康管理システムの関係経費）
　（若年健診及び肝炎ウイルス検診勧奨のための通知作成業務経費）

・使用料及び賃借料　118,800円
　（健康づくり課事業全般における対象住民照会のための住民情報照会履歴管理システム使用料）

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 24 25 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 健康診査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 5,710 3,890 3,740

役務費 597 役務費 486

需用費 112
使用料及び

賃借料
119

人
件
費

合　計 1.00 人 5,681 0.99 人 5,604

4,819

内　訳

委託料 4,858 委託料 3,173 委託料 2,739 委託料 4,009

役務費 520 役務費 540
使用料及び

賃借料
132

使用料及び
賃借料

119 需用費 362 需用費 148

需用費 123
使用料及び

賃借料
118

0.91 人 5,299 0.81 人 5,590

賃金 4

5,129

臨時職員等 0.35 人 670 0.35 人 670 0.28 人

4,934 0.63 人 4,692 0.63 人正職員 0.65 人 5,011 0.64 人

607 0.18 人 461

総事業費 11,391 9,494 9,039 10,409

財
　
源

合　計 5,710 3,890 3,740 4,819

国県支出金
1,282 838 853

その他特財
その他特財の内容

1,090

国県支出金の内容
千葉県健康増進事業補助金（2/3以下）　※肝炎ウィルス検診分は、自己負担相当額
感染症予防事業費等補助金

地方債

令和２年度 令和元年度

若年健診等健診日数 日 18 13 23

一般財源 4,428 3,052 2,887 3,729

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

40歳以上の健康保険未加入者の健診受診者数 人 9/129 6/107 16/126

695 453

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 健診日数 千円 527

事
業
実
績

事業の自己評価

　「肝炎ウイルス検診」ではいまだ陽性者が発見されているため、今後も検診を啓発する必要
がある。「若年健診」は発症予防の観点から若年期からの受診機会が重要であり、健診データ
に異常を持つ人には、毎年、健診の勧奨を行い、継続的支援を行う体制が重要であると考え
る。今後も生活習慣病の家族歴のある人や妊娠時期にリスクのあった人に受診勧奨を継続的に
行っていく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　健康教育事業、健康相談事業及び訪問指導事業については、令和元年度予算から健康診査事
業に統合。

肝炎ウイルス検診受診者数 人 276/4,450 325/4,225 433/4,435

若年健診受診者数 人 290/1,027 203/1,106 341/1,302

事
業
成
果

成果目標
　「40歳以上の健康保険未加入者の健康診査」、「肝炎ウイルス検診」及び「若年健診」の受
診機会を設け受診者数の向上につなげ、もって健康の維持・改善を図ることから、健診（検
診）受診者数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

2

事業番号 24 25 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向 ② 自慢できる地域力を高める 施策番号 7 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 成人歯科健康診査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿２自分のくらす地域を好きになる 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成29年度

根拠法令等 健康増進法

実施の背景

　歯周疾患が生活習慣病の発症や悪化に影響を及ぼすことが明らかになってきたことから、健康増進法第
19条の2及び健康増進事業施行規則第4条の2に基づく健康増進事業として、歯の喪失予防及び口腔内疾病の
早期発見を図り、噛む機能の維持から健康保持及び向上に資するため、市民に対して歯周疾患に係る受診
を勧奨し、一定年齢の者を対象に歯周病検診を実施した。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予防することを
目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
40・50・60・70歳の市民　ただし、総義歯の者及び治療中の者
は除く

対象者数(全住民に対する割合)

2,413 人（ 5.7 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 市内歯科医療機関

直接補助 間接補助 補助先

関連事業
健康増進保健指導事業、
（国民健康保険事業特別会計）特定健康診査事業、特定保健指導事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●対象者（40・50・60・70歳、ただし総義歯の者及び治療中の者は除く）に受診勧奨通知
・勧奨通知の発送（はがき購入）・・・・・・・・・ 63円×2,400通＝151,200円
・その他通知等（84円×5通、140円×1通、210円×1通）　　　　　     　770円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　151,970円
・消耗品費（受診勧奨はがき等の印刷に係るプリンタートナー）　　　 35,618円
　
●検診を希望する市民は市内歯科医療機関に直接申し込み受診する。
・検査委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・　5,425円×98人＝531,650円

[検診期間]
　7月～12月
[検診内容]
・むし歯、歯周疾患、歯垢のチェック
・口腔粘膜、顎関節の病気等の有無
・歯磨き指導

単年度用
R3決算用

40歳 50歳 60歳 70歳 合計

対象者数（人） 466 589 598 760 2,413

受診者数（人） 12 23 29 34 98
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2

事業番号 24 25 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 成人歯科健康診査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 934 719 663

役務費 152 役務費 152

人
件
費

合　計 0.55 人 1,922 0.55 人 1,922

613

内　訳

委託料 782 委託料 532 委託料 504 委託料 451

役務費 159 役務費 162

需用費 35

0.57 人 2,134 0.57 人 2,408

1,384

臨時職員等 0.40 人 766 0.40 人 766 0.40 人

1,156 0.17 人 1,266 0.17 人正職員 0.15 人 1,156 0.15 人

868 0.40 人 1,024

総事業費 2,856 2,641 2,797 3,021

財
　
源

合　計 934 719 663 613

国県支出金
620 467 380

その他特財
その他特財の内容

301

国県支出金の内容 千葉県健康増進事業補助金（2/3以下）

地方債

令和２年度 令和元年度

受診者数 人 98 93 95

一般財源 314 252 283 312

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

通知した枚数 枚 2,339 2,433 2,486

広報した回数（広報誌に載せた回数） 回 2

令和元年度

検診受診率（受診者数/勧奨通知数） ％ 4.1 3.8 3.8

30.1 31.8

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 受診数 千円 26.9

事
業
実
績 2 2

事業の自己評価
　該当者への個人通知と広報での周知を実施した。受診数98名であった。歯周疾患が健康へ及
ぼす影響を若い世代から周知をしていきたい。

比較参考値

令和2年度実績（受診者数、対象者数）受診率　（直近の実績）
木更津市（551人/7,432人）7.4％
君津市　（163人/4,518人）3.6％
袖ケ浦市（278人/4,149人）6.7％

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　歯の喪失を予防することを目標とすることから、成果指標は対象者の中での受診者の割合
（受診率）とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 25 40 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 健康増進保健指導事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和58年度

根拠法令等 健康増進法

実施の背景

　昭和58年老人保健法の制定により健診・訪問等保健事業が位置づけられ、その後平成15年健康増進法制定、平成
18年高齢者医療確保法が制定された。健康増進法基本指針には生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底が掲げら
れた。予防可能な生活習慣病の発症予防・重症化予防の徹底のため、特定健診・若年健診からリスクに基づき保健
指導を必要とする者を抽出し、自ら生活習慣の改善を選択し見直す保健指導が要求され、成果を出すことが位置づ
けられた。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　国保特定健診や若年健診等の受診率向上とともに、健診受診者には、健診データから自分の
健康状態を推測し、体の状態に応じた生活習慣の改善やバランス食の実践につなげることで、
生活習慣病の発症予防、重症化予防を図ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 18歳以上の市民
対象者数(全住民に対する割合)

37,860 人（ 91.8 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 （国民健康保険事業特別会計）特定健康診査事業、特定保健指導事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●国保特定健診や若年健診受診者等で、発症、重症化のリスクの高い者に対して、健診データで自分の健康状
態を推測し、体の状態に応じた生活習慣の改善やバランス食の学習を通じ生活改善につなげるため、個別保健
指導（訪問指導・健康相談）を実施する。

●国保特定健診及び若年健診受診者に対し、発症予防、重症化予防に応じた課題を設定し、健診データと体の
関係を理解しやすい媒体を使用し、集団による結果説明会（健康教育）を実施する。（コロナ感染症の影響に
より休止）
　
●生活習慣病予防健診の必要性理解と受診率向上のために、健診未受診者に対し受診勧奨訪問を実施、また、
市民に出会える地域の区会などに出向き出前講座等を実施する。

・健康教育　消耗品費　59,384円
　　　　　　（保健指導用フードモデル、計量器等の購入費）
・健康相談　消耗品費　14,402円
　　　　　　（保健指導活動用の血圧計や電池等の購入費）
・訪問指導　消耗品費　 4,084円
　　　　　　（家庭訪問等の保健指導時に使用する指導用物品等の購入費）

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 24 25 40 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 健康増進保健指導事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 79 78 75

人
件
費

合　計 2.50 人 18,693 2.39 人 17,845

81

内　訳

需用費 79 需用費 78 需用費 53 需用費 81

備品購入費 22

2.57 人 18,456 2.57 人 20,199

19,866

臨時職員等 0.10 人 192 0.10 人 192 0.13 人

17,653 2.44 人 18,174 2.44 人正職員 2.40 人 18,501 2.29 人

282 0.13 人 333

総事業費 18,772 17,923 18,531 20,280

財
　
源

合　計 79 78 75 81

国県支出金
51 48 44

その他特財
その他特財の内容

53

国県支出金の内容 千葉県健康増進事業補助金（2/3以下）

地方債

令和２年度 令和元年度

特定健診・若年健診等事後の個別面接による保健
指導件数

件 1,942 620 1,724

一般財源 28 30 31 28

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

特定健診・若年健診等事後の電話による保健指導
件数

件 934 985 695

健診事後の保健指導・受診勧奨訪問件数 件 842

令和元年度

メタボリック該当者の割合 ％ 39.5 37.8 21.3

10.1 6.2

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 総保健指導数 千円 5.8

事
業
実
績 236 234

事業の自己評価

　本市は、人工透析の患者数の割合が高く、特にメタボリックシンドロームからの生活習慣病
の発症、重症化が問題となっている。今後も継続的に健診事後の保健指導を実施することで、
生活習慣病の発症・重症化予防につなげ、脳・心・腎等の血管病を防ぎ、医療費や介護費の適
正化に反映させていく必要があると考える。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　健康教育事業、健康相談事業及び訪問指導事業については令和元年度予算から健康診査事業
に統合

糖尿病腎症等合併症の危険が高くなる糖尿病者数 人 210 149 149

健診受診者と未受診者における生活習慣病一人当
たり医療費（健診受診者/健診未受診者）

円 8,951/36,373 7,418/38,786 11,008/31,174

事
業
成
果

成果目標
　市民（健診受診者）の理解を得て自らの生活習慣改善から生活習慣病の発症予防、重症化予
防を目的とすることから、メタボリック該当者の割合、糖尿病腎症等合併症の危険が高くなる
糖尿病者数、健診受診者と未受診者における生活習慣病一人当たり医療費を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 26 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

① 安心して出産、子育てできる環境を整える 施策番号 2 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 母子相談事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿１子どもの笑顔があふれるまちへ 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成3年度

根拠法令等 母子保健法

実施の背景

　昭和40年制定の母子保健法により、妊婦・乳幼児の健康保持増進のため、養育上必要に応じて保健指導を行うこ
ととなる。また、妊婦・乳幼児の家族も妊娠、出産、育児について正しい知識を深め、その健康の保持増進に努め
なければならないが、特に近年は、少子化、核家族化、地域のつながりの希薄化、育児雑誌やインターネットなど
情報が氾濫する中で子育てを巡る状況が大きく変化している。子どもの健全発育を目指すためには保護者が子ども
の特性を理解し、発育発達に応じて育児ができるよう支援する必要がある。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

　妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進のため、妊娠、出産、育児に関する相談に応じ、必要な
指導や助言を行い、知識の普及に努める。妊婦や乳幼児の保護者等が正しく知識を得られるた
めに、発育発達に応じて育児教室や健診を実施し、子育ての学習の機会を設け、保護者等が主
体的に子育てを考えられるように個別的、集団的に相談に応じる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 妊産婦や乳幼児
対象者数(全住民に対する割合)

973 人（ 2.4 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 株式会社ディー・エス・ケイ

直接補助 間接補助 補助先

関連事業
健康増進保健指導事業、
（国民健康保険事業特別会計）特定健康診査事業、特定保健指導事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●乳幼児の発達の節目において健診を実施し、保健指導、健康相談を実施した。
　・消耗品費（妊娠届出時に配布する母子手帳、子どもノート）　313,006円
　・通信運搬費（訪問等の案内送付）　　　　　　　　　　　　 　20,852円
　・使用料及び賃借料（電子母子手帳サービス利用料）　　　　　396,000円
　・備品購入費（透明歯列発育模型）                           21,780円

●妊娠届出時、妊婦に妊娠中の健康管理について保健指導、健康相談を実施した。
　　妊娠届出時保健指導数　142人

●主に妊娠期から乳幼児期まで健康に関する相談について随時相談を受付けた（下表参照）。

　※5か月離乳食教室は、コロナウイルス感染症の影響により開催せず、4か月児健診時に離乳食等の
　　相談を実施した。（128人）

単年度用
R3決算用

区　　分 対象者 実施回数 延人数

４ か 月 児 健 診 ４ か 月 児 12 141

５ か 月 離 乳 食 教 室 ５ か 月 児 0 0

７ か 月 児 健 診 ７ か 月 児 12 145

10 か 月 児 健 診 10 か 月 児 12 141

１ 歳 児 健 診 １ 歳 児 12 131

２ 歳 ６ か 月 児 健 診 ２ 歳 ６ か 月 児 12 150

栄 養 相 談 妊 婦 ・ 乳 児 随時
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事業番号 24 26 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 母子相談事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 831 752 1,172

使用料及び
賃借料

396 需用費 313

役務費 21

人
件
費

合　計 1.50 人 7,798 1.50 人 7,798

1,597

内　訳

需用費 404
使用料及び

賃借料
396 需用費 696 賃金 647

使用料及び
賃借料

396 需用費 397

役務費 31 備品購入費 22 役務費 80
使用料及び

賃借料
392

委託料 132

1.52 人 7,943 1.42 人 8,547

役務費 29

7,165

臨時職員等 0.65 人 1,245 0.65 人 1,245 0.64 人

6,553 0.88 人 6,555 0.88 人正職員 0.85 人 6,553 0.85 人

1,388 0.54 人 1,382

総事業費 8,629 8,550 9,115 10,144

財
　
源

合　計 831 752 1,172 1,597

国県支出金
66

その他特財
その他特財の内容

88

国県支出金の内容
（R4）子ども・子育て支援交付金（国1/3、県1/3）
（R1）母子保健情報連携システム改修事業補助金（国2/3）

地方債

令和２年度 令和元年度

妊娠届出時保健指導件数 件 142 194 156

一般財源 765 752 1,172 1,509

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

4,7,10か月、1歳、2歳6か月児健診回数 回 60 50 43

令和元年度

4,7,10か月、1歳、2歳6か月児健診参加率 ％ 85.5 70.1 72.5

47 65

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 保健指導件数 千円 60

事
業
実
績

事業の自己評価

　子どもに多い病気の予防や、発達を支えるうえで大切なことを「すくすくファイル」にまと
め、出生届時に全員に配布し、相談時には必ず持参させて相談に応じている。育児教室は、生
まれ月ごとに対象者を集めているため、教室に参加することで保護者間のつながりができ、育
児の仲間づくりに有効な場所となっている。1歳児健診以外は参加率が増加しており、今後は参
加者の更なる増加を目指す。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標

　妊娠期から乳幼児期まで相談や訪問等の事業を通じ、保護者等が健康管理や子育ての学習を
する機会を設け、正しい知識を得ることで、表面化した相談だけでなく潜在化した課題に気づ
き、更に子育てに対し主体的な取り組みができるようになることを目指していることから、健
診への参加率を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 26 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 母子保健訪問指導等事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和40年度

根拠法令等 母子保健法、児童福祉法、子ども・子育て支援法

実施の背景

　昭和40年制定の母子保健法により妊婦・乳幼児の健康保持増進のため家庭訪問し保健指導を行ってい
る。県から平成9年に新生児訪問、平成25年に未熟児訪問指導が移譲され、市独自には平成16年から里帰り
先から帰ってくる生後2か月児に保健師の訪問を実施。訪問では子の育ちを保護者と保健師で確認し各月齢
で何を獲得し、何が大切なことかを考え、相談しやすい関係作りを目指している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　家庭を訪問し、妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進のため、妊娠、出産、育児に対する相談
に応じ、必要な指導や助言を行い、知識の普及に努める。保護者の心身の状況又は養育環境の
把握を行い、健康管理上、継続的に関わりが必要な家庭に対してはきめ細かに支援していく。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
　市内に住所のある妊産婦や乳幼児及び里帰り出産のために一
時的に居住のある妊産婦・乳幼児（住所地の依頼を受けて実
施）

対象者数(全住民に対する割合)

992 人（ 2.4 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 助産師・保健師

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 母子相談事業、1歳6か月児・3歳児健康診査事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●保健師あるいは助産師（委託契約）が妊産婦、新生児（生後28日以内）、生後2か月児の家庭を訪問し、保健
相談及び指導を実施した。
　
・妊産婦訪問委託料　　　　170,000円
・乳児家庭全戸訪問委託料　201,650円
・消耗品費（バック）        4,116円

単年度用
R3決算用

事業名 訪問数(人) (内)委託数(人)

新生児訪問（生後28日以内） 105 83

２か月児訪問 126 0

産婦訪問（新生児及び２か月児訪問と同時実施） 231 83

妊婦児訪問 3 0

※新生児訪問は希望者に実施。２か月児訪問は全戸訪問を基本としている。

※産婦訪問は複数回訪問を実施。（上表訪問数は延べ人数）

※妊婦訪問は妊娠届時など、窓口面接時等に判断して実施。
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事業番号 24 26 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 母子保健訪問指導等事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 979 376 558

需用費 13 需用費 4

人
件
費

合　計 0.95 人 5,875 0.95 人 5,875

513

内　訳

委託料 966 委託料 372 委託料 515 委託料 500
償還金利子
及び割引料

43
償還金利子
及び割引料

10

需用費 3

0.94 人 5,735 0.94 人 6,313

5,699

臨時職員等 0.25 人 479 0.25 人 479 0.24 人

5,396 0.70 人 5,214 0.70 人正職員 0.70 人 5,396 0.70 人

521 0.24 人 614

総事業費 6,854 6,251 6,293 6,826

財
　
源

合　計 979 376 558 513

国県支出金
394 202 256

その他特財
その他特財の内容

301

国県支出金の内容 子ども・子育て支援交付金（国1/3、県1/3）

地方債

令和２年度 令和元年度

新生児訪問指導（産婦訪問指導）者数 人 105 122 120

一般財源 585 174 302 212

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

2か月時訪問指導（産婦訪問指導）者数 人 126 127 144

妊婦訪問数 人 6

令和元年度

新生児訪問率（訪問数105人/訪問希望数105人） ％ 100.0 100.0 100.0

25 26

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 指導者数 千円 27

事
業
実
績 3 5

事業の自己評価
　保健師が地区担当制をとり、妊娠期から保育所に入り集団生活が可能となる成長発達の時期
まで、継続的に支援し、信頼関係を築きながら保護者が相談しやすい体制作りを目指してい
る。今後、各々の家庭の事情等を考慮しながら、全戸に訪問できるよう努力していく。

比較参考値
　妊産婦訪問指導、新生児訪問指導、未熟児訪問指導は、母子保健法によって全国的に実施さ
れている。乳児全戸訪問事業については、近隣３市にて同様に実施している。

その他
特記すべき事項

　新生児訪問において、母子が里帰りをされている場合、当該里帰り先の市町村に委託して実
施している。

2か月児訪問率（訪問数126人/対象児数145人） ％ 86.9 87.6 94.1

事
業
成
果

成果目標

　産後早期から対象者全員に関わることで、切れ目のない個別的支援ができる。保護者にとっ
ては事業を通じて保健師の役割を理解し、訪問で顔を合わせていることにより相談したいこと
があったときに安心して相談できる。このことから、新生児及び2か月児家庭に対し訪問に至っ
た訪問率を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）
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事業番号 24 26 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 妊婦乳児健康診査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和44年度

根拠法令等 母子保健法、子ども・子育て支援法

実施の背景

　昭和40年母子保健法の制定から妊婦・乳児の健康の保持増進のため健康診査が始まる。さらに平成27年
からは子ども子育て支援法が制定され「地域子ども・子育て支援事業」において母子保健法の妊婦健診が
位置づけられた。妊婦健診は厚生労働大臣が妊婦健診の実施について「望ましい基準」を制定し（母子保
健法第13条第2項）これに応じて回数・時期・検査の内容を定め実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　妊婦健診を公費で補助することで安全・安心な妊娠・出産を経済的に支援する。
　乳児健診を公費で補助することで疾病の予防と早期発見、健康の保持増進を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
・妊婦健診：市内に居住する妊娠届出をした妊婦
・乳児健診：市内に居住する１歳未満の乳児

対象者数(全住民に対する割合)

287 人（ 0.7 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者
公益社団法人千葉県医師会、君津中央病院企業団等。その他県外の医療機関で里帰り出産をす
る場合に契約を受諾する医療機関等　※妊婦健診のみ更に一般社団法人千葉県助産師会

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●14回分の妊婦健診受診券と2回分の乳児健診受診券を発行し公費負担した。また、妊婦歯科健康診査を実施し
た。

・消耗品費（千葉県版母子手帳別冊、個人保護シール）　92,950円

・通信運搬費（受診券送付）　504円

・各種健診委託料　14,717,479円
　【内訳】妊婦健康診査　　            12,771,300円
　　　　　乳児健康診査　　             1,165,900円
　　　　　新生児聴覚スクリーニング検査 　360,000円
　　　　　審査・支払い事務　             260,304円
　　　　　妊婦歯科健康診査               159,975円

（他県での里帰り出産で、委託契約医療機関以外で受診した場合の償還払い）
・妊婦健康診査事業給付費　51,300円
・乳児健康診査事業給付費 　3,000円

単年度用
R3決算用
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事業番号 24 26 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 妊婦乳児健康診査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 19,557 14,865 17,416

扶助費 348 扶助費 54

役務費 1

人
件
費

合　計 0.70 人 4,237 0.70 人 4,237

15,476

内　訳

委託料 19,118 委託料 14,717 委託料 17,281 委託料 15,383

需用費 85 扶助費 93

需用費 87 需用費 93 扶助費 50

役務費 4

0.68 人 3,851 0.68 人 4,253

3,664

臨時職員等 0.20 人 383 0.20 人 383 0.23 人

3,854 0.45 人 3,352 0.45 人正職員 0.50 人 3,854 0.50 人

499 0.23 人 589

総事業費 23,794 19,102 21,267 19,729

財
　
源

合　計 19,557 14,865 17,416 15,476

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

妊婦・乳児健診受診券配布者数 人 142 197 157

一般財源 19,557 14,865 17,416 15,476

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

妊婦健診受診券延使用回数 回 1,647 2,225 1,857

乳児健診受診券延使用回数 回 185

令和元年度

妊婦健診受診率 ％ 95.8 99.5 96.2

108 126

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 受診券配布者数 千円 135

事
業
実
績 178 163

事業の自己評価

　妊娠届出の際には、順調な妊娠経過を妊婦自身が健診項目で確認できるよう、一人ひとりに
保健指導を実施し受診勧奨している。また、乳児期は成長が著しく月齢により健診の内容が異
なり、異常の早期発見、早期治療が重要であるため、出産後は子どものかかりつけ医をもち、
発達の節目で健診を受けるよう勧奨している。妊婦健診及び乳児健診の利用のない人に対して
は、個別に対応し、母子が孤立しないよう支援する必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　妊婦健診は妊娠の経過によって医療に移行したり、転出や流産といった理由により必ずしも
全ての受診券の利用とはならない。

乳児健診受診率 ％ 73.1 82.7 93.4

妊婦歯科健診受診率 ％ 21.4 - -

事
業
成
果

成果目標
　妊婦・乳児健診を経済的に補助したことによる健診受診率を指標とする。
　※健診受診により疾病予防等健康の保持増進が図れたかを数値で評価することは困難であ
る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 26 30 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 1歳6か月児・3歳児健康診査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和52年度

根拠法令等 母子保健法

実施の背景

（1歳6か月児）母子保健法第12条の規定に基づき、昭和52年から市町村は満1歳6か月を超え、満2歳に達しない幼児
に対し健康診査が必須となった。（3歳児）昭和36年から児童福祉法で制定。乳幼児死亡改善のため昭和40年母子保
健法へ移行。平成9年から地域保健法によって県から市へ移譲され、母子保健法第12条に基づき市は満3歳を超え満4
歳に達しない幼児に対し健康診査が必須となった。地域保健法により同年、新生児訪問も移譲され妊娠期から3歳児
健診まで一貫した母子保健事業が市で可能となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

　保健師・管理栄養士が集団及び個別に保護者に対して保健指導を行い、1歳6か月児（体格、歩く、言葉
を理解する、話す、卒乳し3回食になる等）及び3歳児（身長体重の伸び、視力・聴力、咀しゃく力、味覚
の育ち、排泄、運動能力等）の子どもの姿から、保護者が発育の過程を確認するとともに、子どもが社会
生活に向けて自立していくために育児の見通しを持ち、主体的に子育てができるようになることを目的と
している。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
満1歳6か月を超え、満2歳に達しない幼児
満3歳を超え、満4歳に達しない幼児

対象者数(全住民に対する割合)

360 人（ 0.9 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 母子保健訪問指導等事業、母子相談事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●1歳6か月児・3歳児健診の健診案内や問診票の発送を行なった。
・通信運搬費　51,610円

●医師・歯科医師及び市の保健師等により、満1歳6か月を超え、満2歳に達しない幼児及び満3歳を超え、満4歳
に達しない幼児に対し身体計測、内科診察、歯科診察、保健指導、栄養指導、育児相談等を実施した。
・医師報酬（医師・歯科医師）　900,000円
・費用弁償（医師・歯科医師）   11,700円
・消耗品費（健診時に使用するフードモデルなど）　78,908円

●健診にて精密検査が必要な幼児について、検査を医療機関に委託した。（1歳6か月児・3歳児）
・検診委託料　159,944円

単年度用
R3決算用

１歳６か月児健診

対象者数(人) 受診者数(人) 受診率(％) 実施回数(回)
うち精密検査
実施者数(人)

154 141 91.6 9 14

３歳児健診

対象者数(人) 受診者数(人) 受診率(％) 実施回数(回)
うち精密検査
実施者数(人)

206 191 92.7 9 38
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事業番号 24 26 30 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 1歳6か月児・3歳児健康診査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,254 1,202 1,300

委託料 184 委託料 160

役務費 51 役務費 63

人
件
費

合　計 1.50 人 7,508 1.50 人 7,508

旅費 13

1,216

内　訳

報酬 900 報酬 900 報酬 950 報酬 850

需用費 169 賃金 154

需用費 105 需用費 79 委託料 106 需用費 70

役務費 52 役務費 68

1.68 人 9,399 1.58 人 10,128

その他 74旅費 12 旅費 12

8,874

臨時職員等 0.70 人 1,341 0.70 人 1,341 0.59 人

6,167 1.09 人 8,119 1.09 人正職員 0.80 人 6,167 0.80 人

1,280 0.49 人 1,254

総事業費 8,762 8,710 10,699 11,344

財
　
源

合　計 1,254 1,202 1,300 1,216

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

健診回数 回 18 19 17

一般財源 1,254 1,202 1,300 1,216

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

健診受診者数 人 332 401 359

令和元年度

健診受診率（1歳6か月児健診） ％ 91.6 96.2 98.0

27 32

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 健診受診者数 千円 26

事
業
実
績

事業の自己評価

　年間における健診日は、それぞれ9回であり、母数が少ないことから、未受診者1人に対する
比率が大きい。未受診者の理由は、「保育所に行っている」「母が就労している」「かかりつ
け医療機関で受診した」等である。未受診の把握ができない場合には訪問し、育児状況を確認
している。

比較参考値

令和2年度健診受診率
（1歳6か月児）　　　　　　　　　　　      （3歳児）
　木更津市　88.5%（1,009/1,140人）12回　　 木更津市　90.3%（1,120/1,240人）32回
　君津市　　95.8%    （525/548人）19回　　 君津市　　95.1%    （548/576人）20回
　袖ケ浦市　93.8%    （585/624人）13回　　 袖ケ浦市　91.7%    （616/672人）13回

その他
特記すべき事項

健診受診率（3歳児健診） ％ 92.7 96.1 91.8

事
業
成
果

成果目標
　単に子どもの疾病の早期発見、早期治療を目的として実施するだけではなく、保護者がわが
子の生活習慣(食事・運動・コミュニケ―ションなど）や生活リズムの確立に向け、発育・発達
を確認する場の提供でもあると考えていることから、下記についてを成果指標とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 27 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 各種予防接種事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和23年度

根拠法令等 予防接種法

実施の背景
　予防接種法に基づき、感染力の強い疾病の発生やまん延を予防し、または致死率の高い疾病
による重大な社会的損失を防止するために予防接種を行うこととされている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

　各種の病原体に対して免疫を持たない乳幼児に予防接種を行い、感染・発病・重症化予防に
努め、感染症のまん延を予防し、健全に育つことを目的としている。また、抵抗力の弱い高齢
者に対しては、インフルエンザ・肺炎球菌予防接種を行うことで、重症化を予防し健康な生活
が送れるよう接種費用の一部を助成する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 富津市に住民登録のある、政令で定める者
対象者数(全住民に対する割合)

21,486 人（ 52.1 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 近隣市医療機関ほか

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　
　感染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防するため、予防接種法に基づく定期予防接種を実施する。

●予防接種の対象者に対し該当となる予防接種予診票を発送する。
・印刷製本費　147,180円　　・通信運搬費　902,831円　　・消耗品費　51,604円
●委託医療機関に対し個別予防接種費用の支払い
・各種予防接種委託料（個別予防接種の委託医療機関への支払い）　78,244,595円
・手数料（国保連審査手数料：風しん）　120,300円
●風しん予防接種事業助成金（妊娠を希望する人、そのパートナー、市独自の対象の経産婦）
・負担金補助及び交付金　35,000円
●各種予防接種事業給付費
　（里帰り出産など、子どもが長期にわたり県外に滞在する場合の定期予防接種の償還払い）
・扶助費　41,400円
●薬用保冷庫廃棄処理料　25,905円

単年度用
R3決算用

予防接種名
対象者数

（人）
接種者数

（人）
接種率
（％）

予防接種名
対象者数

（人）
接種者数

（人）
接種率
（％）

ヒブ感染症 642 607 94.5 日本脳炎 590 760 128.8

小児の肺炎球菌感染症 642 610 95.0 ジフテリア・破傷風第二期 286 263 92.0

B型肝炎 480 461 96.0 子宮頸がん予防（HPV） 600 49 8.2

ロタ感染症 320 381 119.1 インフルエンザ（高齢者） 16,482 8,954 54.3

四種混合 642 626 97.5 高齢者肺炎球菌感染症 2,975 807 27.1

BCG 160 150 93.8 風しん（抗体検査） 3,737 420 11.2

麻しん・風しん混合 413 385 93.2 風しん（予防接種） - 108 -

水痘 324 293 90.4
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事業番号 24 27 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 各種予防接種事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 113,184 79,569 84,236

役務費 1,506 役務費 1,023

扶助費 41
償還金利子
及び割引料

81

人
件
費

合　計 0.65 人 2,404 0.65 人 2,404

その他 123

78,602

内　訳

委託料 111,142 委託料 78,271 委託料 83,172 委託料 77,045

役務費 727 需用費 858

需用費 261 需用費 199 需用費 218 役務費 555
負担金補助
及び交付金

152 扶助費 106

0.67 人 2,615 0.77 人 3,757

負担金補助
及び交付金

38
負担金補助
及び交付金

35
負担金補助
及び交付金

38

2,605

臨時職員等 0.45 人 862 0.45 人 862 0.45 人

1,542 0.22 人 1,639 0.32 人正職員 0.20 人 1,542 0.20 人

976 0.45 人 1,152

総事業費 115,588 81,973 86,851 82,359

財
　
源

合　計 113,184 79,569 84,236 78,602

国県支出金
6,115 3,314 2,416

その他特財
その他特財の内容

2,435

国県支出金の内容 感染症予防事業費補助金（国1/2）、風しんワクチン接種補助事業費補助金（県1/2）

地方債

令和２年度 令和元年度

定期等予防接種数 種 14 14 14

一般財源 107,069 76,255 81,820 76,167

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

定期等予防接種者数 人 14,454 15,851 14,751

風しんワクチン等予防接種者数 人 8

令和元年度

ヒブ感染症 ％ 94.5 99.7 99.6

5,479 5,583

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 接種者数 円 5,671

事
業
実
績 7 8

事業の自己評価

　定期予防接種は、抗体を持たない乳幼児に対し感染症から予防するために行っていることか
ら、すべての対象者が接種することが目標である。しかし、副反応への懸念や健康意識等によ
り接種状況はさまざまである。今後も各種保健事業を通して正しい感染症予防の知識の普及や
啓発を行っていく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　予防接種被害調査事務費については令和元年度予算から各種予防接種事業に統合。

小児の肺炎球菌感染症 ％ 95.0 97.7 102.4

四種混合 ％ 97.5 98.3 109.0

事
業
成
果

成果目標

　予防接種を受けたことにより、感染・発病・重症化予防・まん延をいかに予防できたのかが
本来成果と考えられるが、実績値として表記することは困難であることから、その成果に導く
ための手段として、生後まもなく開始時期となる、3つの主な定期予防接種の接種率を成果指標
とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 28 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 胃がん検診事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和51年度

根拠法令等 健康増進法、健康増進法施行規則

実施の背景

　がんは、我が国における死亡原因の第一位を占め、その死亡率は現在も増加傾向にある。国
では、健康増進法及びがん対策基本法に基づき、予防に関する知識の普及や早期発見を促して
いる。市では、生活習慣や食習慣の変化による胃がんの罹患者及び胃がんによる死亡数が増加
傾向にあることから、がんの早期発見、早期治療につなげるため検診事業を実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　がん検診の受診促進により、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、適切な医
療につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 40歳以上の市民
対象者数(全住民に対する割合)

30,517 人（ 74.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人ちば県民保健予防財団

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 結核・肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、大腸がん検診

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●区長回覧やホームページ、安全安心メールなどを利用し、胃がん検診の日程等を周知した。また、検診開始
年齢である40歳到達者全員に受診勧奨通知（記載内容については開始年齢が結核肺がん、大腸がんと同じであ
るため、3つのがんを対象とした文書とした。）を送付し受診勧奨を図った。

　
●休日を含めた9日間、5会場にて集団検診を実施した。

　・検診委託料（胃部Ｘ線間接撮影等検診）　　　　 2,974,452円

●予約者への受診日程の通知、受診後には検診結果を通知し、要精密検査該当者に対し精検受診を勧奨した。

　・通信運搬費（勧奨通知等郵送料）　　　  　　　　 286,635円
　・電算業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 258,038円

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 24 28 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 胃がん検診事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,729 3,519 3,175

役務費 282 役務費 287

人
件
費

合　計 0.65 人 3,273 0.64 人 3,196

3,219

内　訳

委託料 3,447 委託料 3,232 委託料 2,953 委託料 2,973

役務費 222 役務費 220

賃金 26

0.74 人 4,139 0.68 人 4,420

3,908

臨時職員等 0.30 人 575 0.30 人 575 0.26 人

2,621 0.48 人 3,575 0.48 人正職員 0.35 人 2,698 0.34 人

564 0.20 人 512

総事業費 7,002 6,715 7,314 7,639

財
　
源

合　計 3,729 3,519 3,175 3,219

国県支出金
128 186 151

その他特財
580 541 447 555

その他特財の内容 がん検診個人負担金

151

国県支出金の内容 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業補助金（国1/2）

地方債

令和２年度 令和元年度

胃がん検診実施回数 回 9 10 9

一般財源 3,021 2,792 2,577 2,513

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

胃がん検診受診者数 人 541 447 555

731 849

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 検診実施回数 千円 746

事
業
実
績

事業の自己評価

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により受診率が減少したが、回復の傾向が見
られ、更なる受診者数の増加を目指し、引き続き、広報紙、安全安心メール及び全戸回覧等を
活用し市民に広く周知することはもとより、全対象者への検診受診票の送付など、有効となる
手段を検討し取り組んでいきたい。また、胃がんのリスクとなる食や生活習慣病の改善等、積
極的に取り組んでいく。

比較参考値
近隣3市の令和2年度胃がん検診受診者数（直近の実績）
木更津市：1,249人、君津市：916人、袖ケ浦市：1,731人

その他
特記すべき事項

　検診受診率については、全国の自治体間で受診率の比較を可能とするため、平成28年度実績
から算定の基礎を住民基本台帳人口に統一したことから、経年の比較は行わない。

胃がん検診精密検査受診率 ％ 94.3 56.1 77.7

胃がん発見数 人 1 0 0

事
業
成
果

成果目標
　適切な医療へつなげることから、がん検診の受診促進による検診受診者数及び要精密検査該
当者の精検受診率を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 28 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 結核・肺がん検診事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和63年度

根拠法令等 健康増進法、健康増進法施行規則、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

実施の背景

　がんは、我が国における死亡原因の第一位を占め、その死亡率は現在も増加傾向にあることから、国では、健康
増進法及びがん対策基本法に基づき、予防に関する知識の普及や早期発見を促している。市では、悪性新生物によ
る死因のトップが肺がんであることから、がんの早期発見、早期治療につなげるため検診事業を実施している。ま
た、結核は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律において、市町村は結核に係る定期の健康
診断を行わなければならないと定められおり、これに従い本事業を実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　がん検診の受診促進により、がん及び結核の早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、
適切な医療につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 40歳以上の市民
対象者数(全住民に対する割合)

30,517 人（ 74.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人ちば県民保健予防財団

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 胃がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、大腸がん検診

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●区長回覧やホームページ、安全安心メールを利用し結核・肺がん検診の日程等を周知した。また、検診開始
年齢である40歳到達者全員に受診勧奨通知（記載内容については開始年齢が胃がん、大腸がんと同じであるた
め、3つのがんを対象とした文書とした。なお予算は胃がん検診事業にて対応）を送付し受診勧奨を図った。

●休日を含めた18日間、3会場にて集団検診を実施した。

・消耗品費（検診の事務等に使用するラベルシール）　7,986円
・検診委託料（胸部Ｘ線間接撮影等）　　　　　　4,476,102円

●検診結果を受診者に通知するとともに要精密検査該当者に対しては精検受診を勧奨した。

・通信運搬費（結果通知等の郵送料）　　　　　　　338,478円

単年度用
R3決算用
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事業番号 24 28 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 結核・肺がん検診事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 6,814 4,823 2,704

役務費 441 役務費 339

人
件
費

合　計 0.65 人 3,273 0.64 人 3,196

5,447

内　訳

委託料 6,366 委託料 4,476 委託料 2,564 委託料 5,123

役務費 132 役務費 202

需用費 7 需用費 8 需用費 8 賃金 117

需用費 5

0.81 人 4,661 0.75 人 4,990

4,478

臨時職員等 0.30 人 575 0.30 人 575 0.26 人

2,621 0.55 人 4,097 0.55 人正職員 0.35 人 2,698 0.34 人

564 0.20 人 512

総事業費 10,087 8,019 7,365 10,437

財
　
源

合　計 6,814 4,823 2,704 5,447

国県支出金

その他特財
40 27 24 37

その他特財の内容 がん検診個人負担金

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

結核・肺がん検診実施回数 回 18 14 23

一般財源 6,774 4,796 2,680 5,410

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

結核・肺がん検診受診者数 人 2,314 1,519 3,115

526 454

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 検診実施回数 千円 446

事
業
実
績

事業の自己評価

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により受診率が減少したが、回復の傾向が見
られ、更なる受診者数の増加を目指し、引き続き、広報紙、安全安心メール及び全戸回覧等を
活用し市民に広く周知することはもとより、全対象者への検診受診票の送付など、有効となる
手段を検討し積極的に取り組んでいきたい。また、併せて肺がんのリスクとなる喫煙対策の周
知等に取り組んでいく。

比較参考値
近隣3市の令和2年度結核・肺がん検診受診者数（直近の実績）
木更津市：2,787人、君津市：1,823人、袖ケ浦市：4,673人

その他
特記すべき事項

　検診受診率については、全国の自治体間で受診率の比較を可能とするため、平成28年度実績
から算定の基礎を住民基本台帳人口に統一したことから、経年の比較は行わない。

結核・肺がん検診精密検査受診率 ％ 87.5 73.0 86.5

結核・肺がん発見数 人 0 1 4

事
業
成
果

成果目標
　適切な医療へつなげることから、がん検診の受診促進による検診受診者数及び要精密検査該
当者の精検受診率を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 24 28 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 子宮がん検診事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和57年度

根拠法令等 健康増進法、健康増進法施行規則

実施の背景

　がんは、我が国における死亡原因の第1位を占め、その死亡率は現在も増加傾向にあることか
ら、国では、健康増進法及びがん対策基本法に基づき、予防に関する知識の普及や早期発見を
促している。本市においてもがんの早期発見、早期治療につなげるため検診事業を実施してい
る。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　がん検診の受診促進により、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、適切な医
療につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 20歳以上の女性の市民
対象者数(全住民に対する割合)

18,622 人（ 45.1 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人ちば県民保健予防財団、一般社団法人君津木更津医師会

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 結核・肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、大腸がん検診

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●区長回覧やホームページ、安全安心メール等を利用し子宮がん検診の日程等を周知した。受診後、検診結果
を通知するとともに要精密検査該当者に対しては文書により精検受診を勧奨した。なお、当該年度に無料クー
ポン対象年齢（21歳）に達する方については、クーポン券を送付し受診勧奨を図った。

・電算業務委託料（クーポン券作成経費（乳がん含む））　　　　　　　　116,754円
・印刷製本費（受診券、検診手帳等の作成経費）　　　　　　　　　　　   79,123円
・通信運搬費（個別勧奨通知、クーポン券・受診券、結果通知の郵送料）　138,362円
・消耗品費（電池、インデックスほか）　　　　　　　　　　　　　　　　　6,990円

　
●個別検診は4市協力医療機関で4月から実施した。
　集団検診は2日間、2会場で実施した。（うち1日間（1会場）において、乳がん検診を同日受診できるレ
ディース検診を実施。）

・検診委託料（個別及び集団での検診等）　7,882,127円

単年度用
R3決算用



- - -

2

事業番号 24 28 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 子宮がん検診事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 9,571 8,223 6,984

役務費 223 役務費 138

人
件
費

合　計 0.65 人 3,273 0.64 人 3,196

7,885

内　訳

委託料 9,212 委託料 7,999 委託料 6,767 委託料 7,680

役務費 131 役務費 120

需用費 128 需用費 86 需用費 86 需用費 85

扶助費 8

0.80 人 4,058 0.74 人 4,350

3,582

臨時職員等 0.30 人 575 0.30 人 575 0.36 人

2,621 0.44 人 3,277 0.44 人正職員 0.35 人 2,698 0.34 人

781 0.30 人 768

総事業費 12,844 11,419 11,042 12,235

財
　
源

合　計 9,571 8,223 6,984 7,885

国県支出金
159 101 72

その他特財
480 311 119 244

その他特財の内容 がん検診個人負担金

38

国県支出金の内容 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業補助金（国1/2）

地方債

令和２年度 令和元年度

子宮がん検診実施回数（集団） 回 2 1 1

一般財源 8,932 7,811 6,793 7,603

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

子宮がん検診受診者数 人 1,482 937 1,146

11,042 12,235

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 集団検診実施回数 千円 5,710

事
業
実
績

事業の自己評価

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により受診率が減少したが、回復の傾向が見
られ、更なる受診者数の増加を目指し、引き続き、広報紙、安全安心メール及び全戸回覧等を
活用し市民に広く周知することはもとより、有効となる手段を検討し積極的に取り組んでいき
たい。なお、成人式には子宮がん検診の周知リーフレットを配布しているが、特に若い世代の
受診率向上に向けて勧奨方法等を検討していく。

比較参考値
近隣3市の令和2年度子宮がん検診受診者数（直近の実績）
木更津市：4,056人、君津市：3,853人、袖ケ浦市：3,501人

その他
特記すべき事項

　検診受診率については、全国の自治体間で受診率の比較を可能とするため、平成28年度実績
から算定の基礎を住民基本台帳人口に統一したことから、経年の比較は行わない。

子宮がん検診精密検査受診率 ％ 93.8 50.0 60.0

子宮がん発見数 人 1 0 2

事
業
成
果

成果目標
　適切な医療へつなげることから、がん検診の受診促進による検診受診者数及び要精密検査該
当者の精検受診率を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

2

事業番号 24 28 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 乳がん検診事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和62年度

根拠法令等 健康増進法、健康増進法施行規則

実施の背景

　がんは、我が国における死亡原因の第1位を占め、その死亡率は現在も増加傾向にある。国で
は、健康増進法及びがん対策基本法に基づき、予防に関する知識の普及や早期発見を促してい
る。市では、生活習慣や食習慣の変化による乳がんの罹患数が増加傾向にあることから、がん
の早期発見、早期治療につなげるため検診事業を実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　がん検診の受診促進により、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、適切な医
療につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 30歳以上の女性の市民
対象者数(全住民に対する割合)

17,200 人（ 41.7 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人ちば県民保健予防財団、一般社団法人君津木更津医師会

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 結核肺がん検診、子宮がん検診、胃がん検診、大腸がん検診

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●区長回覧やホームページ、安全安心メール等を利用し乳がん検診の日程等を周知した。マンモ対象となる40
歳到達者には、無料クーポン券を送付し受診勧奨を図った。なお、受診者には、受診後、検診結果を通知する
とともに要精密検査該当者に対しては精検受診を勧奨した。

・通信運搬費（予約者への日程通知、検査結果通知及びクーポン券・受診券の郵送料）　204,874円
　
●無料クーポン対象の方が受診する個別検診は7月から実施した。
　集団検診は休日を含め10日間、3会場で実施した。（うち1日間（1会場）において、子宮がん検診を同日受診
できるレディース検診を実施。）

・検診委託料（個別及び集団）　5,351,943円

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 24 28 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 乳がん検診事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 6,255 5,557 4,460

役務費 203 役務費 205

人
件
費

合　計 0.65 人 3,273 0.64 人 3,196

6,072

内　訳

委託料 6,021 委託料 5,352 委託料 4,300 委託料 5,825

役務費 160 役務費 191

需用費 31 賃金 56

0.80 人 4,058 0.74 人 4,350

3,582

臨時職員等 0.30 人 575 0.30 人 575 0.36 人

2,621 0.44 人 3,277 0.44 人正職員 0.35 人 2,698 0.34 人

781 0.30 人 768

総事業費 9,528 8,753 8,518 10,422

財
　
源

合　計 6,255 5,557 4,460 6,072

国県支出金
30 21 15

その他特財
1,230 1,099 879 1,176

その他特財の内容 がん検診個人負担金

64

国県支出金の内容 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業補助金（国1/2）

地方債

令和２年度 令和元年度

乳がん検診実施回数（集団） 回 10 11 11

一般財源 4,995 4,437 3,566 4,832

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

乳がん検診受診者数 人 1,223 961 1,326

774 947

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 集団検診実施回数 千円 875

事
業
実
績

事業の自己評価

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により受診率が減少したが、回復の傾向が見
られ、更なる受診者数の増加を目指し、引き続き、がんの早期発見の重要性を広報紙、安全安
心メール及び全戸回覧等を活用し市民に広く周知するとともに、有効となる広報手段を検討し
積極的に取り組んでいきたい。

比較参考値
近隣3市の令和2年度乳がん検診受診者数（直近の実績）
木更津市：3,466人、君津市：2,854人、袖ケ浦市：2,681人

その他
特記すべき事項

　検診受診率については、全国の自治体間で受診率の比較を可能とするため、平成28年度実績
から算定の基礎を住民基本台帳人口に統一したことから、経年の比較は行わない。

乳がん検診精密検査受診率 ％ 97.0 80.0 76.0

乳がん発見数 人 1 1 6

事
業
成
果

成果目標
　適切な医療へつなげることから、がん検診の受診促進による検診受診者数及び要精密検査該
当者の精検受診率を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

2

事業番号 24 28 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 大腸がん検診事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成6年度

根拠法令等 健康増進法、健康増進法施行規則

実施の背景

　がんは、我が国における死亡原因の第1位を占め、その死亡率は現在も増加傾向にある。国で
は、健康増進法及びがん対策基本法に基づき、予防に関する知識の普及や早期発見を促してい
る。市では、生活習慣や食習慣の変化による大腸がんの罹患数が増加傾向にあることから、が
んの早期発見、早期治療につなげるため検診事業を実施している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　がん検診の受診促進により、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、適切な医
療につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 40歳以上の市民
対象者数(全住民に対する割合)

30,517 人（ 74.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 公益財団法人ちば県民保健予防財団

直接補助 間接補助 補助先

関連事業 結核肺がん検診、子宮がん検診、胃がん検診、乳がん検診

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●区長回覧やホームページ、安全安心メール等を利用し大腸がん検診の日程等を周知した。また、検診開始年
齢である40歳到達者全員に受診勧奨通知（文書については開始年齢が胃がん、結核肺がんと同じであるため、3
つのがんを対象とした文書とした。なお、予算は胃がん検診事業にて対応）を送付し受診勧奨を図った。

　
●特定健診や他のがん検診会場で回収を実施するとともに、単独でも回収日を設け実施した。

・検診委託料　　　　　　　　　　 　1,679,735円
・消耗品費（マグネットシートほか）　　 2,608円
　
●検診結果を受診者に通知するとともに要精密検査該当者に対しては精検受診を勧奨した。

・通信運搬費（結果通知等の郵送料）　　71,064円

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 24 28 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 大腸がん検診事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,035 1,753 1,464

役務費 99 役務費 71

人
件
費

合　計 0.65 人 3,273 0.64 人 3,196

1,936

内　訳

委託料 1,933 委託料 1,680 委託料 1,402 委託料 1,769

役務費 61 役務費 74

需用費 3 需用費 2 需用費 1 需用費 91

賃金 2

0.68 人 3,692 0.62 人 3,931

3,419

臨時職員等 0.30 人 575 0.30 人 575 0.26 人

2,621 0.42 人 3,128 0.42 人正職員 0.35 人 2,698 0.34 人

564 0.20 人 512

総事業費 5,308 4,949 5,156 5,867

財
　
源

合　計 2,035 1,753 1,464 1,936

国県支出金

その他特財
650 573 467 614

その他特財の内容 がん検診個人負担金

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

大腸がん検診回収実施日数 日 27 18 24

一般財源 1,385 1,180 997 1,322

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

大腸がん検診受診者数 人 1,145 934 1,228

286 244

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 回収実施回数 千円 183

事
業
実
績

事業の自己評価

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により受診率が減少したが、回復の傾向が見
られ、更なる受診者数の増加を目指し、引き続き、広報紙、安全安心メール及び全戸回覧等を
活用し市民に広く周知することはもとより、大腸がん検査キットの配布方法など、有効となる
手段を検討し積極的に取り組んでいきたい。

比較参考値
近隣3市の令和2年度大腸がん検診受診者数（直近の実績）
木更津市：3,017人、君津市：2,127人、袖ケ浦市：3,343人

その他
特記すべき事項

　検診受診率については、全国の自治体間で受診率の比較を可能とするため、平成28年度実績
から算定の基礎を住民基本台帳人口に統一したことから、経年の比較は行わない。

大腸がん検診精密検査受診率 ％ 74.4 61.8 69.7

大腸がん発見数（疑い含む） 人 5 0 2

事
業
成
果

成果目標
　適切な医療へつなげることから、がん検診の受診促進による検診受診者数及び要精密検査該
当者の精検受診率を指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

2

事業番号 24 31 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

予防費

事 業 名 抗原検査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 令和３年度

根拠法令等 新型インフルエンザ等対策特別措置法

実施の背景
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、（令和3年8月に緊急事態宣言、令和4年1月に
まん延防止重点措置が発令）医療がひっ迫する中、クラスターの発生等を防止し、市民サービ
スの継続を確保する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園（学童クラブ含む）、本庁舎、出先機関等におい
て、当該施設で勤務中の職員に発熱等の風邪症状が発生し、医療機関を速やかに受診できない
場合などに、抗原検査キットにより迅速な検査を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園（学童クラブ含む）、
本庁舎、出先機関等における当該施設で勤務中の職員等

対象者数(全住民に対する割合)

- 人（ - ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●感染者が生じた場合には、職場における消毒、感染者と接触した職員の行動制限の実施など、必要な措置を
講ずる必要があり、その必要性を判断する材料として、簡易かつ迅速に検査を実施するもの。

　・体外診断用医薬品抗原検査キット　　　　600個　1,188,000円
　・ＡＴ新型コロナウイルス抗原検査キット　120個　　144,000円

単年度用
R3決算用



- - -

2

事業番号 24 31 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

予防費

事 業 名 抗原検査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 1,332 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.04 人 308

0

内　訳

需用費 1,332

0.00 人 0 0.00 人 0

0

臨時職員等 人 0 0.00 人 0 人

308 人 0 人正職員 人 0 0.04 人

0 人 0

総事業費 0 1,640 0 0

財
　
源

合　計 0 1,332 0 0

国県支出金
1,332

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

抗原検査キットによる検査実施回数 回 48 - -

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

当検査による陽性者数 人 0 - -

- -

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 検査実施回数 千円 34

事
業
実
績

事業の自己評価
　医療のひっ迫、診療時間など、医療機関の事情により受診が困難である場合や本人の症状等
により医療機関の受診が困難である場合などに、直ちに検査を実施することにより、職場にお
いて感染者やクラスター発生を未然に防ぐことができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標

　検査結果が陽性であった場合は、濃厚接触の疑いのある職員を特定し、必要に応じて行動制
限を設けるとともに、陽性者の机の消毒など、必要な感染拡大防止措置を講ずる。
　なお、検査結果が陰性であった場合にあっても、本検査結果が偽陰性である可能性もあるこ
とから、これを考慮した感染拡大防止措置を講ずる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●消耗品費
　保健事業に係る参考資料等の購入経費　63,837円

●市民の総合的な健康対策を積極的に推進することを目的に「健康づくり推進協議会」を書面開催により実施
した。
（議題は主に前年度及び前々年度の事業実績、当該年度の事業計画など。）
　4,000円×9人＝36,000円

●千葉県市町村保健活動連絡協議会負担金　11,400円
　（均等割5,400円＋会員数割1,000円×6名）

●普通旅費
　保健事業研修に係る交通費　3,260円

関連事業

指定管理

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先 実施主体

目　　的

・協議会は「保健計画の策定及び進行管理に関すること」「各種健康診査事業、健康相談、保
健栄養指導及び食生活改善に関すること」などを協議、検討しもって市民の総合的な健康対策
を積極的に推進することを目的とする。
・各種協議会が主催する研修会等への参加により、自己研さんや技術や手法を取得する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（

実施の背景

・昭和54年、市民の総合的な健康対策を積極的に推進するため富津市健康づくり推進協議会が設置された。同年に
富津市健康づくり推進協議会要領が施行、平成19年に富津市健康づくり推進協議会設置要綱が施行される。
・保健事業、健康増進事業を円滑に進めるための自己研さんや、活動業務に生かすための技術や手法を取得するた
めに、各種協議会が研修会を主催する。

貸付 貸付先

100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

自治事務 法定受託事務

保健衛生費 目

事業開始年度

吉田智一

3

昭和54年度

根拠法令等 富津市健康づくり推進協議会設置要綱

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 保健事業活動関係費 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

事務区分

事業番号 24 35 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

保健衛生費 目 3科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 保健事業活動関係費 担当課 健康づくり課

事業番号 24 35 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標

　保健師や食生活改善推進員の自己研さんや技術手法の取得を図るための事務的経費であるた
め、成果指標として数値を示すことは困難である。また、協議会では健康づくり課が諮った議
題について承認いただいたが、それをもって指標の設定とすることはそぐわないと考えられ、
政策的な計画等が図られたときに指標の設定を考えることとしたい。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

1事
業
実
績

事業の自己評価
　健康づくりに関する重要な課題等について積極的に議題を諮り、委員からの意見を参考に事
業を推進する。保健師の年齢構成が若くなり、経験年数が少ない保健師が多くなり、保健指導
や地区活動の力量形成を進める必要があり、そのための研修等が必要と考える。

比較参考値

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

令和元年度

回 1 4 4

一般財源 281 114 79 114

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

千葉県市町村保健活動連絡協議会参加回数

令和２年度 令和元年度

富津市健康づくり推進協議会開催回数 回 1 0

財
　
源

合　計 281 114 79 114

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 1,823 1,579 2,760 3,045

人
件
費

合　計 0.20 人 1,542

0.36 人 2,931

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

正職員

0.00 人

0.36 人 2,681 0.36 人 2,9310.19

0.19 人 1,465 0.36 人

0 0

114

内　訳

旅費 159 需用費 64

旅費 3

需用費 64 需用費 63
負担金補助
及び交付金

15 報償費 28

負担金補助
及び交付金

15

負担金補助
及び交付金

10 旅費 8

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 281 114 79

需用費 67 報償費 36

人 1,465

報償費 45
負担金補助
及び交付金

11

2,6810.20 人 1,542

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

その他 ○ その他の内容 千葉県赤十字献血センターにて実施

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●千葉県赤十字血液センターにて月毎に献血会場を設定した。

●献血日程については、広報ふっつ、ホームページ、安全安心メール及び会場内にポスターを
 掲示するなど周知を図った。

●各会場で実施する献血では、血液センター職員の補助や事業周知を行った。
・啓発物資の配布や献血の周知など実施した。

●富津市献血推進協議会委員報償費
 （議題は主に前年度及び前々年度の事業実績、当該年度の事業計画など）
　5,000円×9人＝45,000円

●献血事業に関係する書類のファイル　・・・・・・・・・・・　880円

関連事業

指定管理

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先 実施主体

目　　的
　献血についての市民の理解を深めるとともに、献血が円滑に行われるよう各種団体等との連
絡調整を行い、輸血用血液の安定供給を図ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（

実施の背景
　安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律により、輸血用血液の安定供給を図るため
実施される。

貸付 貸付先

100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託

自治事務 法定受託事務

保健衛生費 目

事業開始年度

吉田智一

3

昭和46年度

根拠法令等 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 献血事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

事務区分

事業番号 24 35 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

保健衛生費 目 3科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 献血事業 担当課 健康づくり課

事業番号 24 35 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

その他
特記すべき事項

1,071/1,214

事
業
成
果

成果目標
　千葉県献血推進計画により、必要と見込まれる献血量を確保するために割り当てられた目標
献血者数を基に、市の実績から算出した献血者数を成果目標とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

1,223/1,343 1,029/1,176

33事
業
実
績

事業の自己評価

　市民の善意で実施している事業で、安全な血液を安定供給していくために献血者数の目標数
値を設定し取組みを進めている。ここ数年、県で示される目標は達成するものの、市が独自に
設定する目標数値には達しない状況が続いている。献血思想の普及及び協力を得るため、千葉
県赤十字血液センターと協力し更なる啓発活動等を努める必要がある。

比較参考値 令和３年度献血者数　木更津市3,858人、君津市1,739人、袖ケ浦市1,065人

50 51

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 献血実施回数 千円 64

令和元年度

献血者数（受付人数） 人

一般財源 53 46 1 36

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度 令和元年度

献血実施回数 回 25 31

財
　
源

合　計 53 46 1 36

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 1,595 1,588 1,491 1,664

人
件
費

合　計 0.20 人 1,542

0.20 人 1,628

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

正職員

0.00 人

0.20 人 1,490 0.20 人 1,6280.20

0.20 人 1,542 0.20 人

0 0

36

内　訳

報償費 50 報償費 45 需用費 1 需用費 35

報償費 1

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 53 46 1

旅費 2 需用費 1

人 1,542

需用費 1

1,4900.20 人 1,542

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

3

事業番号 24 35 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 吉田智一

保健事業活動費

事 業 名 食生活指導事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 昭和58年度

根拠法令等 健康増進法、食育基本法

実施の背景

　昭和63年に国庫補助事業として保健所と協同栄養改善推進員の養成を開始。平成12年策定の「健康日本21」に基
づいた食育推進基本計画において食育活動の担い手としての食生活改善推進員が明記された。それまで養成してい
た会員を、平成20年に富津市食生活改善推進員として委嘱した。平成25年3月に策定した「健康ふっつ21（第二
次）」においても、生活習慣病の発症予防のための取り組みとして、食生活改善推進員による啓発活動を位置づけ
た。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

　市民に対し、食と健康の教室や栄養相談を開催、生活習慣の改善指導を実施し、食を通して
生活習慣病予防を実践できるよう支援する。また食生活改善推進員については、推進員の養成
及び研修会を開催し資質の向上を図り、推進員の協力により各種食生活改善事業を実施する。
これら食生活改善の普及啓発を行うことにより、市民の健康の保持・増進を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●食生活改善事業等
　食生活改善推進員と市の管理栄養士等が共同し、食生活改善事業を実施するとともに、推進員の資質向上の
ため、最新の情報や技術を学ぶ場として栄養教室を実施した。

・食生活改善推進員報償費　 　 66,000円
・手数料（検便検査手数料）　　26,752円
・消耗品費（健康づくりのための教室開催に伴う教材等）　80,392円
・県食生活改善協議会負担金　　25,750円

●健康栄養教室
　市の管理栄養士が講師となり、生活習慣病を予防するための知識の習得や、自らが実践できるよう支援する
講座を開催した。

単年度用
R3決算用

実施回数
(回)

参加者数
（延・人）

内容

65 99
一般市民を対象とした、イベント会場や乳幼児健診時での生活習慣
病予防等の啓発活動（講話形式で実施できない事業は家庭訪問等で
啓発）

- -
食生活改善推進員の地区活動として、家庭訪問や地区集会等でみそ
汁の塩分測定・食生活調査（減塩普及活動）を実施

9 144 食生活改善推進員の資質向上のための学習会

1 19 一般市民を対象とした、健康や栄養についての講座

事業名

食生活調査事業

栄養教室

健康栄養教室

食生活改善事業



- - -

3

事業番号 24 35 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健事業活動費

事 業 名 食生活指導事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 256 199 219

報償費 79 報償費 66

負担金補助
及び交付金

26
負担金補助
及び交付金

25

人
件
費

合　計 0.80 人 3,850 0.80 人 3,850

280

内　訳

需用費 142 需用費 80 需用費 101 需用費 128

報償費 66 報償費 96

役務費 35 役務費 27 役務費 27 役務費 36
負担金補助
及び交付金

20

1.08 人 5,827 0.68 人 5,424

5,373

臨時職員等 0.40 人 766 0.40 人 766 0.42 人

3,084 0.66 人 4,916 0.66 人正職員 0.40 人 3,084 0.40 人

911 0.02 人 51

総事業費 4,106 4,049 6,046 5,704

財
　
源

合　計 256 199 219 280

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

栄養相談件数 件 35 67 215

一般財源 256 199 219 280

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

栄養改善事業実施回数 回 75 58 28

令和元年度

学童・保護者を対象とした食育教室及び市民を対象と
した食生活改善事業等参加者数

人 262 282 698

90 27

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 栄養相談件数 千円 116

事
業
実
績

事業の自己評価

　健康づくりのための教室や食育教室等の事業への参加は一部の市民に限られている。より幅広い市民に
普及啓発をしていくために、また就業などにより関わりの少ない若年層などに対しても活動するために、
多くの人が集まる場所での啓発活動に加え、市のホームページ等の情報ツールを有効に活用していくこと
も必要である。そして、より専門性や個別性が必要な活動については管理栄養士による栄養相談が効果的
と考える。また、健康課題を解決していくためには、更に食生活改善推進員との協働による活動が必要で
あると考える。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標

　生活習慣病の発症・重症化予防において食は重要であり、これらを学習する機会を食生活改
善推進員とともに市民に提供することにより、生活習慣病の発症・重症化予防が図られ、医療
費の削減につながると考える。そのため成果指標としては、事業実施により普及啓発が図られ
ることから市民の参加人数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

3

事業番号 24 35 12 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

① 安心して出産、子育てできる環境を整える 施策番号 1 作成責任者 吉田智一

保健事業活動費

事 業 名 特定不妊治療費助成事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿１子どもの笑顔があふれるまちへ 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成29年度

根拠法令等 富津市特定不妊治療費助成事業実施要綱

実施の背景

　不妊に悩み、不妊治療を受ける夫婦が増加している現状であるが、不妊治療は身体的、精神的負担も大きい上に
費用が高額になることが多く、経済的理由から十分な治療を受けることができず、子どもを持つことを諦めざるを
得ない方も少なくない。県では平成17年から不妊治療のうち、医療保険が適用されず、高額な治療費がかかる体外
受精及び顕微授精に要する費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図っている。富津市においても平成29年度か
ら不妊に悩む夫婦のため治療費の助成をし、経済的負担の軽減を図ることとした。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　医療保険の対象外で高額な治療費を要する不妊治療を受けた夫婦に対し、その経費の一部を
助成することにより、経済的負担を軽減し、もって少子化対策の充実を図ることを目的とす
る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 助成対象者

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●医療保険の対象外で高額な治療費を要する不妊治療を受けた夫婦に対し、その経費の一部を助成することに
より、経済的負担を軽減し、もって少子化対策の充実を図ることを目的とする。

　・富津市特定不妊治療費助成事業実施要綱に基づき助成を行う。

　・男性女性共に、1年度10万円を限度に助成

　・助成額は、助成の対象となった特定不妊治療に要した費用から県要綱による助成額
　　を控除し、その額の2分の1に相当する額（1,000円未満が生じたときは、切捨てた額）

●令和３年度実績

　　件　　数　　　   20件（16組）
　　助成金額　1,279,000円

単年度用
R3決算用



- - -

3

事業番号 24 35 12 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健事業活動費

事 業 名 特定不妊治療費助成事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,600 1,279 845

人
件
費

合　計 0.25 人 1,927 0.24 人 1,850

1,008

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,600
負担金補助
及び交付金

1,279
負担金補助
及び交付金

845
負担金補助
及び交付金

1,008

0.10 人 745 0.07 人 570

570

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

1,850 0.10 人 745 0.07 人正職員 0.25 人 1,927 0.24 人

0 0.00 人 0

総事業費 3,527 3,129 1,590 1,578

財
　
源

合　計 1,600 1,279 845 1,008

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

助成件数 件 20 12 15

一般財源 1,600 1,279 845 1,008

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度

制度利用者が出産に至った人数 人 9 3 8

133 105

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 助成件数 千円 156

事
業
実
績

事業の自己評価

　出産に至った人数の評価については、年度内という短期間の集計となり、本来は1年以上の長
い期間が必要と考えられる。また、出産に至った方から制度への感謝の言葉が聞かれたことか
らも、引き続き安定的に事業を実施するために必要な予算を計上していく。また不妊に悩む方
への支援として事業の情報提供を行っていく。

比較参考値
令和3年度助成状況
木更津市 161件（102組）、君津市 80件（43組）、袖ケ浦市 78件（59組）

その他
特記すべき事項

千葉県特定不妊治療助成事業
平成17年1月1日から開始。治療1回ごとに15万円を上限、初回治療に限り30万
通算助成回数　初回申請時に40歳未満の方は通算6回まで
　　　　　　　初回申請時に40歳から43歳未満の方は通算3回まで

事
業
成
果

成果目標
　高額な治療費がかかる不妊治療から経済的負担の軽減を図り、妊娠・出産を希望する方の支
援を目的とすることから、制度利用者が出産に至った人数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

3

事業番号 24 35 13 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

① 安心して出産、子育てできる環境を整える 施策番号 1 作成責任者 吉田智一

保健事業活動費

事 業 名 妊娠・出産包括支援事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿１子どもの笑顔があふれるまちへ 担当係 健康づくり係

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

事業開始年度 平成30年度

根拠法令等 母子保健医療対策総合支援事業実施要綱、産後ケア事業運営要綱

実施の背景
　子育てについて不安を抱えている妊産婦に対し、妊娠・出産・育児期までの切れ目のない支
援体制を構築し育児不安の軽減と健全な乳幼児の育成への支援を行うため、妊娠・出産包括支
援事業として産後ケア事業を実施する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てがで
きる支援体制の確保を目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 退院直後の母子
対象者数(全住民に対する割合)

271 人（ 0.7 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 医療法人財団マザー・キー・ファミール産院君津等

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●産後に育児の支援が必要な母のために、委託医療機関を利用してデイサービス（日帰り）や宿泊を行い、母
の体を休めながら母乳指導・育児相談等が受けられる事業である。

・富津市産後ケア事業実施要綱に基づき、医療機関等に委託することにより支援を行う。

単年度用
R3決算用

宿泊型　27,000円/件×3件 81,000円

日帰り型　18,000円/件×5件 90,000円

居宅訪問型　10,800円/件×1件 10,800円

合　　計 181,800円



- - -

3

事業番号 24 35 13 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

保健事業活動費

事 業 名 妊娠・出産包括支援事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 500 553 430

委託料 182

人
件
費

合　計 0.25 人 1,927 0.24 人 1,850

132

内　訳

委託料 500
償還金利子
及び割引料

371
償還金利子
及び割引料

390
償還金利子
及び割引料

132

委託料 40

0.25 人 1,862 0.25 人 2,035

2,035

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

1,850 0.25 人 1,862 0.25 人正職員 0.25 人 1,927 0.24 人

0 0.00 人 0

総事業費 2,427 2,403 2,292 2,167

財
　
源

合　計 500 553 430 132

国県支出金
250 90 19

その他特財
その他特財の内容

0

国県支出金の内容 妊娠・出産包括支援事業補助金（国1/2）

地方債

令和２年度 令和元年度

委託医療機関数 機関 6 5 5

一般財源 250 463 411 132

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

利用件数 件 9 2 0

令和元年度

利用件数 件 9 2 0

1,146 －

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 利用件数 千円 267

事
業
実
績

事業の自己評価
　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てがで
きる支援体制の確保を今後とも実施していく。

比較参考値

令和3年度助成状況（直近の状況）
木更津市　宿泊 15件、日帰り 0件、訪問 1件
君津市　　宿泊 10件、日帰り 4件、訪問 6件
袖ケ浦市　宿泊  4件、日帰り 0件、訪問 0件

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　支援体制を確保したことによる利用件数が成果指標となると考える。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●骨髄移植におけるドナー支援事業助成金
　申請1件　140,000円

関連事業

指定管理

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 実施主体

目　　的

公益財団法人日本骨髄バンク（以下「骨髄バンク」という。）が実施する骨髄バンク事業において、骨髄
又は末梢しょう血管細胞（以下「骨髄等」という。）の提供者（以下「ドナー」という。）となった者及
びドナーが勤務する事業所に対し、予算の範囲内において富津市骨髄移植ドナー支援事業助成金（以下
「助成金」という。）を交付することにより、骨髄等移植の促進及びドナー登録希望者の増加を図ること
を目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（

実施の背景
骨髄移植は、主に白血病や重症再生不良性貧血の治療法として行われ、移植した骨髄がうまく機能するた
めには白血球の型を提供者（ドナー）と患者との間で一致させる必要があるが、血縁者の中で一致する確
率の高い兄弟姉妹においても４分の１の確率でしかないことから、多くのドナー登録者が必要である。

貸付 貸付先

100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託

自治事務 法定受託事務

保健衛生費 目

事業開始年度

吉田智一

3

令和2年度

根拠法令等 移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 骨髄移植におけるドナー支援事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 健康づくり係

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

事務区分

事業番号 24 35 14 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

保健衛生費 目 3科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健事業活動費

事 業 名 骨髄移植におけるドナー支援事業 担当課 健康づくり課

事業番号 24 35 14 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

事
業
実
績

事業の自己評価
　ドナー登録が増えるよう、特に若い世代の方に関心や理解を深めてもらい、ドナー登録に繋
げられるよう周知を図っていきたい。

比較参考値

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

令和元年度

一般財源 105 140 140 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度 令和元年度

助成件数 件 1 1

財
　
源

合　計 210 140 140 0

国県支出金
105

国県支出金の内容 骨髄移植におけるドナー支援事業補助金

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 1,366 1,219 1,257 0

人
件
費

合　計 0.15 人 1,156

人 0

臨時職員等 0.00 人 0 0.00 人 0 0.00 人

正職員

人

0.15 人 1,117 0.00 人 00.14

0.14 人 1,079 0.15 人

0 0

0

内　訳

扶助費 210 扶助費 140 扶助費 140

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 210 140 140

人 1,079

1,1170.15 人 1,156

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業 ワクチン接種協力医療機関支援事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

貸付先

委託先・指定管理者 株式会社日本旅行、株式会社フルキャストほか

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　市民の生命と健康を守るため、国・県・君津木更津医師会などの関係機関と連携しながら、
希望する多くの市民にワクチン接種の機会を提供する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 令和2年度

根拠法令等 予防接種法、新型インフルエンザ等対策特別措置法

実施の背景
　令和2年4月、新型コロナウイルス感染症について、新型インフルエンザ等対策特別措置法に
基づく緊急事態宣言が発令された。新型コロナワクチンに関し有効であるとし、国内で承認さ
れたワクチンについて、円滑な接種が求められている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 平野　智裕

新型コロナウイルス
ワクチン接種費

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 担当係

新型コロナウイルス
ワクチン接種推進班

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 7

事業番号 24 80 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

◎新型コロナウイルスワクチン接種事業

◆ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補助金【現年分】 ◆ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補助金【繰越明許費分】
・ 基本報酬（会計年度） 円 ・ 基本報酬（会計年度） 円
・ 地域報酬（会計年度） 円 ・ 地域報酬（会計年度） 円
・ 社会保険料（会計年度） 円 ・ 時間外勤務報酬（会計年度） 円
・ 費用弁償（会計年度通勤費） 円 ・ 管理職員特別勤務手当 円
・ 予防接種健康被害調査委員報酬 円 ・ 時間外勤務手当 円
・ 管理職員特別勤務手当 円 ・ 期末手当（会計年度） 円
・ 時間外勤務手当 円 ・ 社会保険料（会計年度） 円
・ 保健事業報償費 円 ・ 保健事業報償費 円
・ 費用弁償（予防接種健康被害調査委員会５名） 円 ・ 費用弁償（会計年度通勤費） 円
・ 消耗品費 円 ・ 消耗品費 円
・ 印刷製本費 円 ・ 食糧費 円
・ 光熱水費 円 ・ 印刷製本費 円
・ 医薬材料費 円 ・ 医薬材料費 円
・ 通信運搬費 円 ・ 通信運搬費 円
・ 手数料 円 ・ 手数料 円
・ 電算業務委託料 円 ・ 保険料 円
・ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業委託料 円 ・ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業委託料 円
・ 接種会場用備品借上料 円 ・ 電算業務委託料 円
・ 保健用備品 円 ・ ソフトウェア使用料 円

・ 映像通訳サービス使用料 円
・ 事務機器借上料 円
・ 接種会場用備品借上料 円
・ 保健用備品 円

◆ 新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金【現年分】 ◆ 新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金【繰越明許費分】
・ 新型コロナウイルスワクチン接種対策事業委託料 円 ・ 新型コロナウイルスワクチン接種対策事業委託料 円

288,000

110,240,842

62,700

171,841,312

8,534,840

330,000

2,647,700

424,800
21,240
69,120
5,800

120,000

78,518

908,151
45,000
3,090

218,565
2,223,364

38,168

83,039,779

83,028
2,631,520

380,700
4,053,500

105,050

2,343,615

1,310,400
65,520
96,358

1,773,000
9,635,254

330,573
254,968
232,500
20,560

1,556,625
9,493

175,230

3,022,120
3,505,638
1,427,203
1,328,511

90,889,659
1,990,175
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新型コロナウイルス
ワクチン接種費

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 7

事業番号 24 80 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価

　市内医療機関で実施する個別接種及び市が運営する集団接種を併用で実施し、2回目までの接
種は対象者の87.8%を完了し、3回目接種については54.7%が完了し、県内でも接種が進んでいる
自治体の一つとなった。また、限りがあるワクチン供給量と国の供給スケジュールに対応し効
率的に接種ができるよう集団及び個別接種の管理体制を構築し、安定した接種体制を確保し多
くの市民にワクチン接種の機会を提供した。

比較参考値

その他
特記すべき事項

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

1・2回目接種（65歳以上の者）延べ 人 31,840（96.5%）

事
業
成
果

成果目標

　新型コロナウイルス感染症のまん延予防並びに死亡者及び重症者を減らすため特に重症化リ
スクの高い高齢者及び基礎疾患を有する者等を優先してワクチンの1・2・3回目接種を実施す
る。また、円滑なワクチン接種を実施することができるよう、国、県及び医療関係団体等と連
携し、安定したワクチン接種体制の整備に努める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度

3回目接種（12歳以上の者） 人 20,769（54.7%）

令和２年度 令和元年度

集団接種による接種者数 人 37,014

令和元年度

1・2回目接種（５歳以上の者）延べ 人 73,160（87.8%）

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

個別接種による接種者数 人 62,681

財
　
源

合　計 183,119 507,841 15,923 0

国県支出金
183,119 507,841 15,923

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 新型コロナワクチン接種対策費負担金、新型コロナワクチン接種体制確保事業補助金

地方債

4.50 人

0 人 0

総事業費 219,724 544,446 18,158 0

その他 14,082 報償費 128

0

臨時職員等 1.00 人 1,915 1.00 人 1,915 人

34,690 0.30 人 2,235 人正職員 4.50 人 34,690

0.30 人 2,235 0.00 人 0

0

内　訳

委託料 168,416 委託料 462,055 委託料 11,711

職員手当等 2,229
使用料及び賃

借料 4,049 需用費 9,495 備品購入費 1,109

職員手当等 3,563

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 183,119 507,841 15,923

役務費 4,490 職員手当等 12,935

役務費 9,274 需用費 746

人
件
費

合　計 5.50 人 36,605 5.50 人 36,605

その他 2,601

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

1

事業番号 74 83 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向 ② 自慢できる地域力を高める 施策番号 7 作成責任者 鹿島 亜希子

特定健康診査等事業費

事 業 名 特定健康診査事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿２自分のくらす地域を好きになる 担当係 特定健診係

科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目

補助先

事業開始年度 平成20年度

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

実施の背景

　平成20年度から医療保険者に特定健康診査・特定保健指導の実施が義務付けられた。これは少子高
齢化が進み医療費が増大してきたことを背景に、医療費適正化に向けた制度として導入された。「特定
健康診査等実施計画」に沿って、糖尿病等の予防可能な生活習慣病の発症予防や重症化予防のため
に実施するものである。

事務区分

実施主体

自治事務 ○ 法定受託事務

貸付 貸付先

直接補助

目　　的

　特定健康診査は、保健指導の対象者を抽出するための健診と位置づけられている。虚血性心
疾患・脳血管疾患・慢性腎不全等にいたる生活習慣病の発症や重症化を予防するために、リス
クの早期発見をし、保健指導によって生活習慣の修正や受診勧奨等の支援を行うことで、医療
費適正化の効果を期待している。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 40歳～74歳の国民健康保険の被保険者
対象者数(全住民に対する割合)

8,662 人(

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

実施方法 間接補助

委託先・指定管理者 集団健診：ちば県民保健予防財団、個別健診：君津木更津医師会

21.0 ％

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 ○ 指定管理

関連事業

単年度用
R3決算用

内　　　容 金 額

1.健診委託料 27,338,015円

　・集団健診（市役所、市民会館2会場で日曜含む18日間、感染予防対策を講じ、予約制にて)

　・個別健診（君津木更津医師会協力医療機関にて、期間：5/10～9/30）

2.特定健診電算業務委託料                       1,222,980円

　・健診対象者の抽出、受診券作成、該当者名簿作成、

　　非課税世帯判定、対象者CSVデータ作成

　・追加健診受診勧奨はがき作成費用

3.通信運搬費 1,100,346円

　・受診券の発送・再発行・健診予約決定通知

　・特定健診結果通知

　・事業主健診提出に関する郵送費

　・健診未受診者受診勧奨ハガキ

4.消耗品費 561,027円

　・特定健診継続受診特典　減塩醤油　（1,219本　計345,387円）

　・減塩啓発クリアファイル、健診待ち丸椅子、健診用文具等

5.手数料 543,045円

　・健診委託料代行支払い手数料（国保連合会）

6.印刷製本費 19,448円

　・「令和4年度富津市けんしんカレンダー」世帯配布用印刷　健康づくり課と按分2割

合　　　計 30,784,861円
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1

事業番号 74 83 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

特定健康診査等事業費

事 業 名 特定健康診査事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目

単年度用
R3決算用

旅費 13

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

使用料及び
賃借料

520

需用費 853コ
　
ス
　
ト

22,418

役務費 669 役務費 1,611

需用費 545

32,967

内　訳

人
件
費

合　計 2.40 人 10,970 2.70 人 13,282

役務費 2,005 役務費 1,643

需用費 217

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 40,276 30,785

報償費 620 需用費 581

委託料 37,421 委託料 28,561 委託料 20,684 委託料 29,906

賃金 597

2.20 人 11,771

1.90 人 14,152 1.10 人

臨時職員等 1.30 人 2,490 1.30

3.40 人 17,405

人

総事業費 51,246 44,067 39,823 44,738

8,9561.40 人

3,253 1.10 人 2,8152,490 1.50 人

10,792正職員 1.10 人 8,480

財
　
源

合　計 40,276 30,785 22,418 32,967

国県支出金
16,197 16,625 19,340 19,597

国県支出金の内容 特定健康診査等負担金

地方債

その他特財
その他特財の内容

一般財源 24,079 14,160 3,078 13,370

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

5 5

令和２年度 令和元年度

特定健康診査受診者数（実績/対象者数） 人 3,368/7,991 2,516/8,370 3,936/8,562事
業
実
績

令和元年度

健診受診率/目標値 ％ 42.1/54 30.1/54 46.0/52

単位当たりコスト 総事業費 ／ 対象者 千円 6

事
業
成
果

成果目標

　健診受診率の目標値は国に準じて設定しており、第二期特定健康診査等実施計画では平成29
年度を最終年度として受診率60％としている。平成30年度から平成35年度（2023年度）までの
第三期定健康診査等実施計画をH30.3に策定した。そのなかで、目標は平成30年度50％から毎年
2％ずつの上昇をめざし、最終年度に60％としている。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度

事業の自己評価

　感染症の影響により、令和2年度受診率30.1％と急減したが、電話勧奨等、受診率回復に努め
たことで、約12％増加させることができた。しかし、いまだ健診未受診が6割近くあり、健康実
態が不明な状況であるため、引き続き受診率の向上を目指すことは重要である。
　また、一人当たり医療費は増加傾向にあるため、健診受診により早期に生活習慣を見直し、
重症化を予防することで、予防可能な疾患での医療費適正化を図る。

比較参考値

県・近隣4市の令和２年度実績

　　　　　　　　　　　　県　　富津市　袖ケ浦市　君津市　木更津市
健診受診率（％）　　　　33.0　 30.1　　46.9　　　44.9　　42.6
保健指導実施率（％）　　21.5　 63.5　　72.0　　　42.2　　34.4

その他
特記すべき事項

一人当たり医療費 円 31,261 31,185 29,618

生活習慣病にかかる医療費の健診受診者と未受診者一
人当たりの額（健診受診者/健診未受診者）

円 7,418/38,786 11,477/30,764 10,887/29,003
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事業番号 74 83 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

対象者数(全住民に対する割合)

法定受託事務

事 業 名 特定保健指導事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿２自分のくらす地域を好きになる 担当係 特定健診係

基本的な
施策の方向 ② 自慢できる地域力を高める 施策番号 7

事業開始年度

作成責任者 鹿島 亜希子

特定健康診査等事業費

平成20年度

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

実施の背景
　特定健康診査・特定保健指導は、少子高齢化が進み医療費が増大してきたことから、医療費適正化に
向けた制度とし平成20年度から医療保険者が実施している。特定健康診査等実施計画を策定し、その
計画に基づいて事業を実施することが義務付けられている。

事務区分 自治事務

科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目 1

目　　的
　健診受診者から抽出した特定保健指導の対象者（積極的支援・動機づけ支援の該当者）に、
リスクに応じた保健指導を実施することで、その要因となっている生活習慣病予防を行うこと
を目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
特定健康診査受診者で、特定保健指導の対象者として抽出した
者

貸付 貸付先

指定管理

委託先・指定管理者 二次健診、75ｇ糖負荷試験：市内医療機関

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

393 人（ 1.0 ％

直接補助実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○

実施主体

その他 その他の内容

間接補助 補助先

関連事業

単年度用
R3決算用

金　額

１．消耗品費 341,946円 

　・保健指導実践ツール・データヘルス計画支援ツール

　・マルチマーカーサポートパッケージ

　・保健指導用資料プリンタカートリッジ、トナー

　・指導用フードモデル

　・脳卒中治療ガイドライン・食品成分表等書籍

　・DVD/CDディスクファイル等指導用文具各種

２．事務機器借上料 88,306円 

　・カラープリンター（指導用資料作成用）

３．指導に活用するための検査委託料等 89,793円 

　・二次健診（動脈硬化の状況を知るための検査）16件

　・75ｇ糖負荷試験（血糖値とインスリン分泌状況を知るための検査）2件

４．通信運搬費 2,746円 

　・腎臓病地域連携パス送付　21通

　・保健指導関係資料送付

522,791円 

内　　容

合　　計



- - -事業番号 74 83 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

事 業 名 特定保健指導事業 担当課 健康づくり課

特定健康診査等事業費科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目 1

単年度用
R3決算用

役務費 3

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

役務費 2

委託料 79コ
　
ス
　
ト

582

使用料及び
貸借料

87
使用料及び

貸借料
87

委託料 46

395

内　訳

委託料

人
件
費

合　計 2.70 人 13,282 3.00 人 15,595

需用費 249 委託料 90

役務費 3旅費 8

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 633 523

使用料及び
貸借料

89
使用料及び

貸借料
88

284 需用費 342 需用費 447 需用費 228

旅費・
役務費

1

2.20 人 11,213

1.30 人 9,683 1.00 人

臨時職員等 1.30 人 2,490 1.30

2.40 人 12,069

人

総事業費 13,915 16,118 12,651 11,608

8,1421.70 人

2,386 1.20 人 3,0712,490 1.10 人

13,105正職員 1.40 人 10,792

財
　
源

合　計 633 523 582 395

国県支出金
633 523 582 395

国県支出金の内容 特定健康診査等負担金

地方債

その他特財
その他特財の内容

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

52 28

令和２年度 令和元年度

特定保健指導実施者数（実績/対象者数） 人 243/388 153/241 260/416事
業
実
績

令和元年度

保健指導実施率/目標値 ％ 62.6/60 61.3/60 62.5/60

単位当たりコスト 総事業費 ／ 対象者 千円 42

事
業
成
果

成果目標
　保健指導実施率の目標値は国に準じて設定しており、第二期特定健康診査等実施計画で60％
であった。平成30年度から平成35年度（2023年度）までの第三期定健康診査等実施計画をH30.3
に策定し、そのなかで目標値を同じく60％と設定している。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度

事業の自己評価

　保健指導実施率については、新型コロナウイルス感染症の影響で受診控えもある中、保健指
導については感染予防対策を講じた上で対象者の理解を得て実施することで今年も目標を上回
ることができた。引き続き特定保健指導とともに生活習慣病の重症化予防にも取り組んでい
く。

比較参考値

県・近隣4市の令和２年度実績

　　　　　　　　　　　　県　　富津市　袖ケ浦市　君津市　木更津市
健診受診率（％）　　　　33.0　 30.1　　46.9　　　44.9　　42.6
保健指導実施率（％）　　21.5　 63.5　　72.0　　　42.2　　34.4

その他
特記すべき事項

一人当たり医療費 円 31,261 31,185 29,618

生活習慣病にかかる医療費の健診受診者と未受診者一
人当たりの額（健診受診者/健診未受診者）

円 7,418/38,786 11,477/30,764 10,887/29,003
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基本的な
施策の方向 ② 自慢できる地域力を高める 施策番号 7 作成責任者 鹿島 亜希子

特定健康診査事業費

事 業 名 国保保健指導事業 担当課 健康づくり課

総合戦略施策名
基本目標 ＿２自分のくらす地域を好きになる 担当係 特定健診係

科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査事業費 目

補助先

事業開始年度 平成22年度

根拠法令等 国民健康保険法、補助金等に係る予算執行の適正化に関する法律・法律施行令、厚生労働省所管補助金等交付規則

実施の背景
　市町村保険者の保健事業が効果的、効率的に実施されるよう、国が特別交付金で被保険者数に応じ
て10/10助成。（令和２年度より富津市の場合600万円から900万円へ交付金増額）。助成の要件に沿っ
て、必須事業1つ以上と一般事業を組み合わせて実施し、交付金を有効に活用している。

事務区分

実施主体

自治事務 ○ 法定受託事務

貸付 貸付先

直接補助

目　　的
特定健診の受診率向上や生活習慣病予防のための保健指導の効果的、効率的な実施に努め、
被保険者の健康の保持増進、ひいては国保医療費の適正化や国保財政の健全化を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 18-74歳の国民健康保険の被保険者
対象者数(全住民に対する割合)

9,654 人（

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

実施方法 間接補助

委託先・指定管理者
若年健診・中間評価健診：ちば県民保健予防財団
健診みなし受診：市内医療機関

23.4 ％

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

関連事業

単年度用
R3決算用

実施事業 計 消耗品 通信運搬 手数料 委託料 使用料

441,873円 155,723円 46,900円 - 239,250円 -

プリンターカートリッジ

他未受診者対策用

みなし健診案内

事業主健診提出依頼

健診みなし受診

　　　　　　87件

779,164円 193,802円 - - 585,362円 -

個別ﾌｫﾙﾀﾞｰ、ｸﾘｱﾌﾞｯｸ

他若年保健指導用

若年健診　115件

739,096円 282,274円 168円 26,532円 147,642円 282,480円

血圧手帳他重症化予
防保健指導用

保健指導資料送付 腎臓病地域連携パス
　　　　　134件

保健指導評価検査 保健指導専用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ
レンタル料3台他

合　　計 1,960,133円 631,799円 47,068円 26,532円 972,254円 282,480円

未受診者対策事業

早期介入保健指導事業

生活習慣病重症化予防
事業
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特定健康診査事業費

事 業 名 国保保健指導事業 担当課 健康づくり課

科　　目 款 5 保健事業費 項 1 特定健康診査事業費 目

単年度用
R3決算用

報償費 130

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

役務費 34

需用費 405コ
　
ス
　
ト

1,019

使用料及び
賃借料

283 共済費 657

需用費 111

5,813

内　訳

人
件
費

合　計 3.00 人 15,015 3.30 人 17,328

需用費 622 需用費 632

役務費 74役務費 148

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,306 1,960

使用料及び
賃借料

283
使用料及び

賃借料
282

委託料 1,123 委託料 972 委託料 563 報酬 4,046

使用料及び
賃借料

277

2.50 人 13,097

その他 428

1.90 人 14,152 1.20 人

臨時職員等 1.40 人 2,681 1.40

3.30 人 17,188

人

総事業費 17,321 19,288 18,207 18,910

報償費 28

9,7701.90 人

3,036 1.30 人 3,3272,681 1.40 人

14,647正職員 1.60 人 12,334

財
　
源

合　計 2,306 1,960 1,019 5,813

国県支出金
2,306 1,899 975 5,778

国県支出金の内容 国民健康保険保険者努力支援制度分・特別調整交付金（市町村分）

地方債

その他特財
その他特財の内容

一般財源 0 61 44 35

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

2.18－39歳の予防対象者への保健指導実施数/対象
者数

13 11

令和２年度 令和元年度

1.未受診者対策実施数 人 2,442 839 794

人 7/7(実人数) 8/12(実人数) 24/27(実人数)

3.重症化予防対象者への保健指導実施数
/対象者数

人

事
業
実
績 実444/実495 実559/実648 実966/実1,139

令和元年度

特定健診受診率/目標値 ％ 42.1/54 30.1/54 46.0/52

単位当たりコスト 総事業費 ／ 未受診者対策、保健指導実施数 千円 7

事
業
成
果

成果目標
　特定健康診査事業等の効果的、効率的実施のための事業であることから、この事業によっ
て、健診受診率や保健指導の充実を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度

事業の自己評価

　国保保健指導事業によって、未受診者への働きかけや特定保健指導だけではなく重症化予防
にも取り組み、その結果7,427千円が交付された（上記の国県支出金額は人件費を差引いた額）
特に、臨時事務員を雇用したことで活動の推進に必要な人材の不足を補うことができた。令和5
年度には、被保険者数の減により補助額が下がることから、目標達成に向け取組み事業を検討
し、予算確保していく。

比較参考値
　木更津市、君津市、袖ヶ浦市とも調整交付金の助成申請をし、それぞれ各種事業を選択、実
施している。

その他
特記すべき事項

特定保健指導実施率/目標値 ％ 62.6/60 63.5/60 62.5/60


